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小児がん医療提供体制のあり方に関する研究 

 

主任研究者  松本 公一  国立成育医療研究センター 小児がんセンター 

 

［研究要旨］本研究では、拠点病院及び小児がん診療病院における診療連携方法の確立を研究し、

チーム医療を推進することで、真に機能する連携のあり方を検討することを目的とする。 

 小児がん拠点病院15施設による小児がん患者推定捕捉率は40%であるが、地区によってばらつき

がある。固形腫瘍の診療に関しては、様々な診療科の連携が必要となるため、拠点病院への集約が

進んでいることが示されたが、現状としては十分なものではない。今後、小児がん看護に関わる看

護師長および看護師スタッフの実態調査、QIの作成および医療の質の可視化、患者満足度調査によ

り、小児がん医療の実態を明らかにするとともに、患者およびその家族が安心して医療を受けるこ

とができる小児がん医療体制につなげることを最終的な目標としている。 

 

 

Ａ．研究目的 

  平成24年2月に小児がん拠点病院（以下「拠

点病院」とする）が全国に15施設指定されたが、

小児がん医療の実態と理想の間には、依然とし

て乖離がある。今回、拠点病院が指定されたこ

とは、理想実現の第一歩であり、今後は拠点病

院の医療の質を向上させることで、より理想的

な小児がん診療を行うことの出来る体制を構築

する必要がある。本研究では、拠点病院及び小

児がん診療病院における診療連携方法の確立を

研究し、チーム医療を推進することで、真に機

能する連携のあり方を検討する。診療連携の

様々な側面で、拠点病院内外での連携について

調査研究を行い、問題点を整理することで、真

に機能する診療連携を目指す。 

 

Ｂ．研究方法 

１）診療連携方法の確立 

 今年度は、各小児がん拠点病院における医療

提供の実態調査、小児がん患者の動態調査を行

い、小児がん医療連携の問題点の整理を行った。 

 また、（旧）日本小児血液学会疾患登録「小児

期に発症する血液疾患に関する疫学研究」、なら

びに（旧）日本小児がん学会「小児がん全数把

握登録事業」による2008年から2010年までの



 

都道府県別新規小児がん発症数を分母として、

15 の小児がん拠点病院における 2013 年の小児

がん新規患者数を分子として、拠点病院による

推定捕捉率を求めた。 

 

２）小児がん医療でのチーム医療のあり方 

 小児がん医療において、小児科医のみならず

他診療科医師との連携は重要である。さらに病

理医、放射線科医師、小児がん専門看護師、薬

剤師、検査技師、臨床心理士、小児がん相談員

などの役割分担と連携のあり方について、各拠

点病院に対する実態調査を計画した。小児がん

患者・家族が治療・療養を受ける施設環境、看

護体制、小児がん看護師教育の実態を、病棟看

護師長の立場、看護師スタッフの立場、それぞ

れからアンケートを取ることで、拠点病院にお

けるチーム医療、連携への課題を明らかにし、

解決策を検討する準備を行った。 

 

３）小児がん診療における Quality Indicator 

(QI)の作成 

 小児がん診療に適合した医療の質を表す指標

(Quality Indicator:QI)を作成するために、成

人がんにおけるQIの項目について検討を行い、

小児がんに応用することの可能性を検討した。  

 

 

Ｃ．研究結果 

１）診療連携方法の確立 

 全国に発症する小児がん患者数の、およそ

40％が 15 の拠点病院に集約されていることが

推定された。地区毎に推定捕捉率を見た場合、

近畿地区の推定捕捉率は 59.4%と高率であるの

に対して、中四国地区は 26.6%、東北地区は

28.1%に留まっている。 

 

 疾患分布に関しては、12の小児がん拠点病院

で固形腫瘍の診療割合が血液腫瘍の診療割合よ

り多い結果になった。 

Solid Tumors Hematological 
malignancies 

Patients with Solid Tumors tend to gather to Core Hospitals 

 

 

２）小児がん医療でのチーム医療のあり方 

 チーム連携で重要な役割を担う看護師に焦点

を当て、それぞれの小児がん拠点病院が自施設

の医療の質をどのようにとらえ、実践している

か客観的に明らかになることを目指した。そう

することで今後拠点病院の質を向上させる仕組

みを作成でき、小児がん患者及び家族の満足に

つなげることができる。さらに、長期的な患者

及び家族の支援が可能となる。 

 調査票は先行研究を参考に小児がん看護の研

究者および実践者で吟味し、自作の調査票を作

成した。さらに、小児がん看護に関わる看護師

長および看護師スタッフにプレテストを実施し、

調査票の用語の明確さや表現、重複質問の有無

など助言を求めた。 

（１）看護師長用（資料１） 



 

   ①施設環境（16項目） 

   ②看護体制（15項目） 

   ③教育研修体制（8項目） 

（２）看護師スタッフ用（資料2） 

   ①施設環境（16項目） 

   ②看護実践（96項目） 

   ③教育研修体制（2項目） 

  

３）小児がん診療における Quality Indicator 

(QI)の作成 

 小児がん診療についての QI として公表され

ている、カナダ・オンタリオ州の Pediatric 

Oncology Group of Ontario（POGO）のQIから

本邦の診療実態にも合致していて用いることが

可能なQI候補を選択した。ガイドラインとして

は、英国国立臨床研究所（NICE）の小児がん診

療ガイドライン、厚生労働省の指定要件、日本

病院会の QI も参考にして、QI 候補を選択し、

案とした。 

 

Ｄ．考察 

 標準リスクの白血病診療に関しては、日本国

内での均てん化は比較的達成されていると考え

られるが、再発、難治白血病症例に関しての診

療に関しては、それぞれの施設間での格差があ

る。また、固形腫瘍、特に脳腫瘍、網膜芽細胞

腫などある程度の患者数があるにも関わらず、

診療を行っている医療機関が比較的少ない疾患

に関しては、集約化はある程度進んでいるもの

の、固形腫瘍、脳腫瘍等の診療を専門とする小

児科医の不足、小児を専門とする脳神経外科医、

眼科医等の絶対的な不足により、拠点病院間の

みの連携では、十分な連携とは言えないことが

問題である。 

 疾患別の分布を見た場合、日本小児血液・が

ん学会の登録データによれば、全体では固形腫

瘍と血液腫瘍の割合は、ほぼ 50%であることか

ら、固形腫瘍に関しては、小児がん拠点病院に

集約が進みつつあることが示唆された。 

 それぞれの拠点病院で取り組んでいる小児が

ん医療提供は、地区や医療機関の性格から異な

っている。都市部の拠点病院のように比較的病

院間の距離が遠くない場合での医療連携のあり

方と、北海道、東北、九州地区などのように小

児がん診療病院の総数が少なく、遠距離からの

患者受け入れを余儀なくせざるを得ない地区で

の医療連携の課題は異なる。東北地区、中四国

地区は、九州地区、北海道地区と同様に、一つ

の拠点病院でそれだけの小児がん患者を診療し

ていることになり、その意味で集約化が進んで

いることを示していると考えられる。近畿地区

は、それぞれの拠点病院が比較的地理的に近接

しており、患者の動態の面では比較的有利であ

ることが推測された。関東甲信越地区では、４

つの小児がん拠点病院は首都圏に集中しており、

新潟や長野といった地区といかに連携するかが

これからの課題であると考えられた。 

 小児がん医療において、小児科医のみならず

他診療科医師との連携は重要である。さらに医

師のみならず、小児看護専門看護師、薬剤師、

検査技師、臨床心理士、小児がん相談員などの

役割が十分機能することで、真の患者・家族の

QOLを高める医療を提供することができる。 

従来の研究では、拠点病院の診療実績、患者・

家族の実態調査に主眼が置かれていた。しかし

今回の研究によって、拠点病院でのチーム医療

の実態の一部を把握することができる。拠点病

院は、我が国の小児がん医療の質の向上のため

現在有用に機能しているか、十分であるかどう

か施設内外を含めた多職種の連携分担と連携の

あり方について、考察することができると考え

られた。今後、27年度には、そのアンケートを

実行し、最終年度までに、各地域ブロックでの

人材育成プログラムの企画、立案について検討



 

する予定である。 

 成人の QI となっている外来化学療法実施件

数などは、小児がんの場合プロトコール治療が

ほとんどであり、抗がん剤静注による外来化学

療法はほとんど行われず、小児がん医療の質と

つながらないことが示された。これらの検討か

ら、小児がん独自のQIを設定する必要性が明ら

かになった。次年度は、具体的なQIを作成する

ことを目標とする。医療の質を可視化すること

により、意識を共有することができ、医療現場

での PDCA (Plan、Do、Check、Action)サイクル

を回すことが可能となる。それぞれの小児がん

拠点病院が、自施設の医療の質を自律的に向上

させるような仕組みに資することを期待する。

最終的には、医療の質を高めることで、小児が

ん患者及び家族に還元することができると考え

られる。 

 最終年度に、患者とその家族の満足度調査を

行い、拠点病院間で比較する研究を行う。満足

度調査の内容に関して、生存とその質、終末期

医療など全てについて総合的に測定する指標を

作成し、最終的なアウトカムとする予定である。 

  

Ｅ．結論 

 小児がん医療における集約化と均てん化が課

題となっている。小児がん拠点病院15施設によ

る小児がん患者推定捕捉率は 40%であるが、地

区によってばらつきがある。固形腫瘍の診療に

関しては、様々な診療科の連携が必要となるた

め、拠点病院への集約が進んでいることが示さ

れたが、現状としては十分なものではない。今

後、小児がん看護に関わる看護師長および看護

師スタッフの実態調査、QIの作成および医療の

質の可視化により、小児がん医療の実態を明ら

かにするとともに、患者およびその家族が安心

して医療を受けることができる小児がん医療体

制につなげることができる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．学会発表・論文発表 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし

 



 

平成 26 年度厚生労働科学研究費補助金 がん対策推進総合研究事業（がん政策研究事業）【松本班】 

小児がん拠点病院を軸とした小児がん医療提供体制のあり方に関する研究 
 

分担研究報告書 
分担研究者 井口 晶裕  北海道大学病院 小児科 助教 

研究要旨 
 
小児がんは H24 年 6月に国のがん対策推進基本計画において重点項目のひとつと位置付けられ、
それを受けて H25 年 2 月に全国 15 箇所の小児がん拠点病院が指定された。小児がん拠点病院は各
地域ブロックにおける小児がん患者・家族に対する様々な支援を行う中心的な役割を期待されてい
る。 
北海道地域における小児がん医療提供体制のあり方、課題を明らかにするため、北海道の支援を
得て、北海道地域における現状調査を行なった。 
北海道においては 3医育大学を中心とした連携があり、北海道大学病院、札幌医科大学病院、旭
川医科大学病院、北海道がんセンター、コドモックル、札幌北楡病院の 6施設で小児がん診療が行
われている。また小児がん診療のための人材確保、地域病院との連携、患者負担の軽減、患者・家
族支援などの課題が明らかとなった。 
今回明らかとなった課題にひとつひとつ粘り強く取り組む必要があると考えられる。 

 

Ａ. 研究目的 

小児がん拠点病院を軸とした小児がん医療提供体

制の現状とあり方の課題ついて検討する。 

 

Ｂ. 研究方法 

小児がん拠点病院間の連携のあり方、および各地

域ブロック内での連携のあり方を検討するために、

北海道大学病院として今年度は北海道ブロックにお

ける小児がん患者の現状調査を行なうこととした。 

具体的には北海道の協力を得て、北海道内の小児

の診療を標榜する全ての病院、診療所にアンケート

を送付し、(1)各施設の概要、(2)小児がん診療への

人的配置、(3)小児がんに係る情報管理、連携、情報

提供、(4)小児がん診療実態(診療症例数、連携体制

など)、(5)患者・家族からの要望、などの点につい

て調査を行なった。 

 

Ｃ. 研究結果 

詳細は北海道からの報告書である「本道における

小児がん診療の実態等に関する調査結果」に記載さ

れているが、以下に要点を記す。 

回答率は全903施設のうち254(28.1%)施設から得

られた。北海道内の各地域の中核となる施設からは

ほぼ全施設から回答が得られた。 

(1)各施設の概要 

i) 北海道内の小児の病床数は 1787 床 
ii) NICU を除く集中治療室は 32 病院に設置。 
iii) 放射線治療は 28 施設で可能 

iv) 緩和ケアは 20 施設で行っている。 
v) 患者・家族が長期滞在できる施設を有している
のは 22 施設。 

vi) 院内学級は 10 施設に設置 
vii) プレイルームは 20 施設に設置 
 

(2) 小児がん診療への人的配置 
ⅰ)医師の配置 

 ・放射線治療の専門医師の配置は 18 施設 

 ・化学療法の専門医師の配置は 16 施設  

 ・緩和ケアの専門医師の配置は 26 施設 

 ・精神症状の緩和専門医師の配置は 18 施設 

 ・病理専門医師の配置は 27 施設 

 

ⅱ)コメディカルスタッフの配置 

  ・放射線治療のための放射線技師の配置は 30 

施設 

 ・化学療法に携わる専門薬剤師の配置は 33 施設 

 ・緩和ケアチームへの看護師の配置は 18 施設 

 ・小児看護やがん看護に関する専門/認定看護師 

の配置は 4施設 

 ・細胞診断に関する者の配置は 27 施設 

 ・チャイルドライフスペシャリスト、小児領域の 

臨床心理士、社会福祉士などの配置は 11 施設 

 ・保育士の配置は 17 施設 

 

(3)小児がんに係る情報管理、連携、情報提供 

 ・院内がん登録の実施は小児に特化している登録 



を行なっている 2施設を含め 28 施設で実施。 

 ・地域がん登録は 33 施設で実施 

 ・地域連携クリティカルパスの整備・活用状況 

  整備 14 施設でうち活用しているのは 10 施設 

 ・セカンドオピニオンの提示は 51 施設 

 ・小児がん患者の相談支援は 14 施設で実施 

 ・ 

(4) 小児がん診療実態 
 ⅰ)2010 年 4月～2013 年 3月までに 3年間の診療 

実績 

  ・新規症例 

   407 症例（白血病 201、網膜芽腫 7、脳腫瘍 41、 

神経芽腫 44、悪性リンパ腫 42、肝芽腫 7、ウイ 

ルムス腫瘍 9、骨肉腫 12、その他 44 例）。  

  ・再発症例 

  50 症例（白血病 29、神経芽腫 3、その他 18例） 

 

新規症例も再発症例もそのほとんどが、北海道

大学病院、札幌医科大学病院、旭川医科大学病院、

北海道がんセンター、北海道立子ども総合医療療

育センター（コドモックル）、札幌北楡病院で診療

されている。 

 

・医療機関相互の連携体制 

 北海道内の施設のほぼすべてが北海道大学病院、

札幌医科大学病院、旭川医科大学病院、北海道が

んセンター、北海道立子ども総合医療療育センタ

ー（コドモックル）、札幌北楡病院と連携している。 

 

  ・他の医療機関と連携した小児がん診療のため 

に必要と考えられること 

  小児がんに係る医療施設・設備の充実、小児が

んに携わる医師の確保などを挙げた施設が多かっ

た。 

   

  ・小児がん診療に係る課題や今後のあり方につ

いて（自由記載） 

   専門医の確保(9 件)、スムーズな連携(9 件)、

拠点病院等への集約(4 件)などの意見の他、

患者の負担軽減、心理面および教育面のサポ

ートの重要性を求める意見が多かった。 

   

(5)患者・家族からの要望・意見 

  安価な宿泊施設の増設や近隣ホテル宿泊費の補

助等経済的援助、地元での医療完結のため常勤医

の確保、院内学級の教員の増員、両親以外に入院

中の患児を一時的にケアしてくれる人員サービス、

母児入院中の家庭で残された家族へのサポート、

などが挙げられた。 

 

Ｄ. 考察 

北海道における現在の小児がん診療の実態が明ら

かになった。北海道においては 3 医育大学を中心と

した連携があり、北海道大学病院、札幌医科大学病

院、旭川医科大学病院、北海道がんセンター、コド

モックル、札幌北楡病院の 6 施設で小児がん診療が

行われていることが明らかとなった。 

北海道内のいては現状で一定の集約化が達成され

ているが、一方で広大な北海道全域から旭川地区を

含む道央圏に患者が搬送されてくるため、地域の病

院との連携、患者負担の軽減、転校・復学支援およ

び高校生の教育などの患者・家族支援に課題がある

ことも明らかとなった。 

北海道大学病院は北海道唯一の小児がん拠点病院

であり、北海道以外の他の地域ブロックの小児がん

拠点病院のように複数の都府県をカバーしていない

ため北海道や札幌市などの行政と連携しやすい環境

にある。最新の治療や集学的治療の提供はもちろん

であるが、小児がん診療のための人材確保、地域の

病院との連携、患者負担の軽減、転校・復学支援お

よび患者教育の充実化など今回明らかとなった課題

にひとつひとつ粘り強く取り組む必要があると考え

られる。 

 

Ｅ. 結論 

北海道における小児がん診療の現状調査を行った。

北海道においては 3 医育大学を中心とした連携があ

り、北海道大学病院、札幌医科大学病院、旭川医科

大学病院、北海道がんセンター、コドモックル、札

幌北楡病院の 6 施設で小児がん診療が行われている。

また小児がん診療のための人材確保、地域病院との

連携、患者負担の軽減、患者・家族支援などの課題

が明らかとなった。 

 

Ｆ. 研究発表 

1. 論文発表 

(1) 本道における小児がん診療の実態等に関する調

査結果、2014 年 2月、北海道保険福祉部健康安全

局地域保健課  

2. 学会発表 

(1) Ohshima J, Sugiyama M，Terashita Y，Sato T, 



Cho Y, Iguchi A, Ariga T. Risk factors and 

outcome of pulmonary complication of pediatric 

patients after hematopoietic stem cell 

transplantation. 40th Annual Meeting of the 

European Group for Blood and Marrow 

Transplantation (EBMT), April, 2014 (Milan, 

Italy) 

(2) Iguchi A, Sugiyama M, Terashita Y, Ohshima 

J, Sato T, Cho Y, Kobayashi R, and Ariga T. 

 GVHD prophylaxis using MTX decreases 

pre-engraftment syndrome and accelerates 

engraftment after CBT.  

第 76 回日本血液学会学術集会、2014 年 10 月、

大阪 

 

Ｇ. 知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

1．特許取得 

なし 

 2. 実用新案登録 

なし 

 3. その他 

なし 
 
 

 



厚生労働科学研究費補助金 

（がん対策推進総合研究事業（がん政策研究事業）） 

分担研究報告書 

 

「小児がん拠点病院を軸とした小児がん医療提供体制のあり方に関する研究」 

分担研究課題「東北大学病院における小児がん拠点病院を軸とした小児がん医療提供体制のあり方

に関する研究」 

 

研究分担者 笹原洋二 東北大学大学院医学系研究科発生·発達医学講座小児病態学分野 

准教授  

 

研究要旨 

 東北大学病院が東北ブロックで唯一の小児がん拠点病院の指定を受け、東北ブロックに

おける小児がん医療提供体制の構築を行ってきた。宮城県、東北地区の小児がん診療病院

９施設間の小児がん症例の動態を把握し、東北地区特有の診療体制の構築に向けた、小児

がん患者の集約化と均てん化のバランスについて提唱した。具体的には、各小児がん診療

病院間の TVカンファレンスシステムの整備、セミナーのよるスタッフ教育支援、東北大学

病院での小児腫瘍センター設立による患者受け入れ態勢の構築を行ったので報告する。 

 

A. 研究目的 

 東北大学病院は東北ブロックで唯一の小

児がん拠点病院の指定を受け、東北ブロッ

クにおける小児がん医療提供体制の見直し

と構築を行う施設である。これまでの宮城

県、東北地区の小児がん診療病院９施設間

の小児がん症例の動態を把握し、東北地区

特有の診療体制の構築に向けた、小児がん

患者の集約化と均てん化のバランスについ

て提唱することを目的とした。 

 

B. 研究方法 

上記研究目的を達成するために、具体的

に、東北ブロック小児がん医療提供体制協

議会設立のもと、小児がん診療病院間の小

児がん症例の動態を把握した。小児がん診

療病院間の連携体制を強化するために、各

小児がん診療病院間の TV カンファレンス

システムの整備、セミナーのよるスタッフ

教育支援、東北大学病院での小児腫瘍セン

ター設立による患者受け入れ態勢の構築を

行った。 

 (倫理面への配慮) 

患者に関する個人情報の保護について十

分に配慮し、臨床情報をまとめた。臨床研

究に関する倫理指針（平成２０年厚生労働

省告示第４１５号）を遵守して行った。 

 

C. 研究結果 

小児がん診療病院間の小児がん症例の動

態について、宮城県内（図１）および東北

地区全体（図２、３）の概要をまとめた。

宮城県内では、血液腫瘍症例は東北大学病

院と宮城県立こども病院にて診療し、固形



腫瘍と脳腫瘍症例は主に東北大学病院にて

診療を行っている。東北地区内では、小児

がん診療病院９施設間では、少数例ながら

患者紹介と逆紹介例が把握された。しかし

ながら、地理的な要因からその症例数は少

数に留まっている。図４に東北ブロックに

おける小児がん診療体制の具体案を示す。

標準的な診療を要する症例は御家族の利便

性を考慮すると各県の小児がん診療病院に

て行うことが望ましく、小児がん拠点病院

に集約すべき症例は、再発あるいは難治性

症例、集学的治療を要する脳腫瘍症例、原

発性免疫不全症を基盤とする特殊な病態を

有する小児がん症例を提唱した。これによ

り、集約化と均てん化のバランスをとるこ

とが、今後の小児がん診療体制において重

要であると考えられた。図５に、具体的方

策として、各症例における病院間の個別の

連携の他に、TV会議ネット―ワーク構築に

よる診療連携は、東北地区においては特に

重要であり、既に宮城県立こども病院と月

１回の合同 TV 会議カンファレンスを定期

的に施行している。 

図６には、東北地区における診療スタッフ

の教育を目的としたセミナーなどの一覧表

を示した。また、集約化に対する症例の受

け入れ体制としては、東北大学病院がんセ

ンター内に、小児腫瘍センターを組織化し、

小児がんの入院、外来、相談支援体制の包

括的な医療提供体制を組織化した（図７）。 

 図１から図７までを挿入。 

 

D. 考察 

 小児がん症例の動態把握結果から、東北

地区の診療体制の特徴から、各県の小児が

ん診療病院にて診療がまとまっていること

が明瞭となった。標準的治療は患者の利便

性を考慮するとこの状況は利点が大きいと

考えられる。今後は、上記に示した小児が

ん拠点病院に集約すべき疾患や病態を提唱

して、集約化と均てん化のバランスを考慮

することが重要と考えられた。地理的な理

由からも、TV会議ネットワークのような遠

隔医療提供体制は不可欠であり、今後整備

を進める予定である。東北大学病院では、

成人を含めたがんセンター内に、小児腫瘍

センターを組織化し、包括的な小児がん医

療体制を構築した。今後は、このハード面

を基盤として、スタッフの充実と教育を通

じたソフト面の充実を継続する予定である。 

 

E. 結論 

宮城県、東北地区の小児がん診療病院９

施設間の小児がん症例の動態を把握し、東

北地区特有の診療体制の構築に向けた、小

児がん患者の集約化と均てん化のバランス

について提唱した。具体的に、各小児がん

診療病院間の TV カンファレンスシステム

の整備、セミナーのよるスタッフ教育支援、

東北大学病院での＜小児腫瘍センター＞設

立による患者受け入れ態勢の構築を行った。

今後は、更にスタッフ構成や教育の充実に

よるソフト面の強化を図っていく予定であ

る。 

 

F. 健康危険情報 

 特になし。 

 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

  該当なし 

2. 学会発表 



        森谷邦彦、矢尾板久雄、片山紗乙

莉、入江正寛、小沼正栄、力石 健、

笹原洋二、呉 繁夫、他 

    Growing teratoma syndrome と

鑑別を要した卵巣原発未熟奇形腫の１例 

    第 36 回東北小児がん研究会（仙

台）、2014年 3月 21日 

    佐藤大記、齋藤麻耶子、片山紗乙

莉、森谷邦彦、渡辺祐子、小沼正

栄、力石健、笹原洋二、呉繁夫 

    Day45で再発した中枢神経浸潤を

伴う T-ALLの１例 

    第 64回東北小児白血病研究会（仙

台）、2014年 4月 5日 

    森谷邦彦, 金子美華, 保阪正美, 

渡辺みか , 佐久間潤 , 笹原洋二 , 

呉 繁夫, 加藤幸成 

    Maffucci症候群において IDH2と

TP53 の変異が脳腫瘍発生に関わ

る 

    第 42回日本小児神経外科学会（仙

台）、2014年 5月 29日－30日 

    森谷邦彦、金子美華、保阪正美、

渡辺みか、佐久間潤、笹原洋二、

呉 繁夫、加藤幸成 

    Maffucci症候群において IDH2と

TP53 の変異が脳腫瘍発生に関わ

る 

    第 47回日本整形外科学会骨・軟部

腫瘍学術集会（大阪）、2014 年 7

月 17日－18日 

    森谷邦彦、新妻創、片山紗乙莉、

小沼正栄、市野井那津子、菊池敦

生、力石 健、笹原洋二、呉 繁

夫 

    アレイ CGH法にて iAMP21を同

定した TEL-AML1 融合遺伝子陽

性骨原発悪性リンパ腫の 1例 

    第 65回東北小児白血病研究会（盛

岡）、2014年 10月 18日 

    森谷邦彦、新妻創、片山紗乙莉、

小沼正栄、市野井那津子、菊池敦

生、力石 健、笹原洋二、呉 繁

夫 

アレイ CGH 法にて iAMP を同定した

TEL-AML1 融合遺伝子陽性骨原発悪

性リンパ腫の 1例 

第 56 回日本小児血液がん学会（岡

山）、2014 年 11 月 28 日- 30 日 

小沼正栄、森谷邦彦、渡辺祐子、南

條由佳、新妻秀剛、力石 健、笹原

洋二 

東北大学小児科における過去 10 年

間の同種造血幹細胞移植症例の検

討 

第 56 回日本小児血液がん学会（岡

山）、2014 年 11 月 28 日- 30 日 

Moriya K, Kaneko M, Hosaka M, 

Sakuma J, Sasahara Y, Kure S, Kato 

Y, et al. 

IDH2 and TP53 mutations are 

correlated with gliomagenesis in 

a patient with Maffucci syndrome. 

第 56 回日本小児血液がん学会（岡

山）、2014 年 11 月 28 日- 30 日 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
1. 特許取得 

特になし。 

 

2. 実用新案登録 

特になし。 



   
3. その他 
  特になし。 



平成 26年度厚生労働科学研究費補助金  

がん対策推進総合研究事業（がん政策研究事業） 

小児がん拠点病院を軸とした小児がん医療提供体制のあり方に関する研究 

研究分担：小児がん患者の動態調査 

平成 26年度分担研究報告書 
 

研究分担者 康勝好 埼玉県立小児医療センター血液腫瘍科 科長兼部長 

平成 27（2015）年 3 月 

 

 

 

A. 研究目的 

 小児がん拠点病院を軸とした小児がん医療提

供体制のあり方を検討するために、小児がん患者

の動態調査を行う。 

 小児がんに関する臨床研究を活発化する。 

 

B. 研究方法 

今年度は、関東甲信越地域における小児がん拠

点病院 4 病院における、拠点病院指定前後で

の紹介患者数、逆紹介患者数の変化を調査し

た。 

 小児がんの臨床研究については、埼玉県立

小児医療センター内のみならず、ほかの医療

機関との共同研究を積極的に行う。 

（倫理面への配慮） 

 研究はすべてヘルシンキ宣言に則って行われ

る。患者の個人情報は一切、病院外に漏れること

はない。 

 

C. 研究結果 

 紹介患者数については、指定前後で変化は見

られなかったが、逆紹介患者数については増加

の傾向がみられた。 

 小児がんの臨床研究については、多くの成果

が得られ、多数の論文発表を行うことができた。 

 

D. 考察 

 紹介患者数に変化がなかったことについては、

これまで関東甲信越地域では再発・難治例の集約

化がある程度実現していたことの反映かもしれ

ない。一方、逆紹介患者数の増加については、拠

点病院側で今後の患者数の増加に備えてほかの

医療機関との連携を積極的に行っていこうとい

う方針の現れである可能性がある。今後はさらに

長期的な観察や調査医療機関数を増やした調査

が必要である。 

 小児がんの臨床研究については、引き続き積極

的な取り組みが必要である。 

 

E. 結論 

 関東甲信越地域小児がん拠点４病院において

は、拠点病院指定後に逆紹介患者数が増加してい

た。小児がん患者の動態については今後さらなる

調査が必要である。 

 

F. 研究発表 

研究要旨：小児がん拠点病院を軸とした小児がん医療提供体制のあり方を検討するために、 

小児がん患者の動態調査を開始した。本年度は関東甲信越地域における小児がん拠点病

院4病院における、拠点病院指定前後での紹介患者数、逆紹介患者数の変化を調査した。

この結果、紹介患者数については、指定前後で変化は見られなかったが、逆紹介患者数

については増加の傾向がみられた。今後は対象を広げて小児がん患者の動態調査を継続

する。 
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 ２．実用新案登録 

なし 

２. その他． 

なし 

 



 

厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業（がん政策研究事業）） 

分担研究報告書 

 

小児がん拠点病院を軸とした小児がん医療提供体制のあり方に

関する研究 

 

分担研究者  金子 隆  東京都立小児医療センター 血液･腫瘍科 

 

［研究要旨］小児がん医療の実施と理想の間には大きな乖離がある。このため拠点病院の医療の質

を向上させ、より理想に近い小児がん診療を行うことが出来る体制を構築することが求められてい

る。このため小児がん拠点病院同士や中央機関の診療連携の実態を把握したり、患者の動態を調査

し、ブロック毎の地域医療を把握し、医療連携の在り方を検討する。このために拠点病院実態の把

握と評価を行えるようにQuality Indicator（QI）を作成する。診療面では希少腫瘍の診断、難治・

再発腫瘍の治療法の開発を行って行く。治療を行っていく上で発病初期から行われるべき緩和ケア

に関しても、小児がんを行う医療機関として積極的に対応していく体制を作る。 

また、小児がん生存者の増加と共に晩期障害を診療する体制も求められている。 

 

Ａ．研究目的 

 平成24年2月に小児がん拠点病院（以下「拠

点病院」とする）が全国に15施設指定されたが、

小児がん医療の実態と理想の間には、依然とし

て乖離がある。今回、まず小児がん拠点病院同

士や中央機関の診療機能の調査を行う。その上

で、診療連携の実態を把握する。 

それにより病院の持っている機能を有機的に最

大限に利用できる体制の構築を目指す。 

また当院は、成人の総合医療施設と隣接してお

り長期フォローアップを考えるに当たり有利と

思われるため、その体制を構築すべきと考える。 

 

Ｂ．研究計画 

１）Quality Indicator（QI） 

 小児がん拠点病院同士や中央機関の診療機能

の調査を行う上で、同一規準での比較が必要と

なる。このための指標としてQuality Indicator

（QI）があるが、成人のQIをみても、小児の場

合疾患自体が稀少疾患であり、正当性の高いエ

ビデンス自体が少なく、QI作成には成人と異な

ったものを作らなければならない。 

このため各病院の電子カルテのDPCデータを活

用することが客観的なデータとして得られる一

番の方法である。 

２）長期フォローアップ体制の確立 

小児がん患児の生存率が伸びると共に晩期障害

を抱えた成人が増えていく。これらの診療にあ

たっては小児がんを理解し、治療を理解した施

設が求められる。 

このために移行外来を開始したが平成 27 年度

中に成人施設、小児施設が両者が慣れてきたと

ころで徐々に対象疾患を増やし問題点を明かに

し、問題点の解決を図る。 

 

Ｃ．研究の特徴 



 

１）Quality Indicator（QI） 

現時点で成人のQIを利用しようとしても、小児

がんの疾患登録データそのものが成人のがん登

録システム自体を適応できないため小児がん登

録システムが出来るのを待つか、小児がん診療

ガイドラインを参考にして、小児がん診療に適

合した項目を抽出することを考えデータの構築

を図る 

 

２）長期フォローアップ外来のための移行外来

を一度に全疾患に作ることは困難なので、比較 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

的当院では外来フォローの少ない脳腫瘍患者の 

移行外来を開始し、移行医療を構築する上での 

障壁がどこにあるかが明確になる。 

 

 
D. 期待される成果 
１） Quality Indicator（QI） 

 今回の研究によって、拠点病院における実態を 

把握することができるため、この政策が現実的に 

有用なものかどうか評価することができる。 

 

２） 長期フォローアップ体制 

 成人になって障害を抱える患児達が社会生活を 

行う上での障壁を乗り越えやすくすることにより、 

QOLを向上させ小児がん患者及び家族の満足度の 

向上につなげることができる。 

さらに、長期フォローアップ体制が確立すること 

により真の意味での晩期障害の実態が把握され、 

長期的な患者及び家族の支援が可能となる。 



厚生労働科学研究費補助金 

（がん対策推進総合研究事業（がん政策研究事業）【松本班】） 

分担研究報告書 

 

「小児がん拠点病院を軸とした小児がん医療提供体制のあり方に関する研究」 

分担研究課題 「患者とその家族のQOLおよび満足度調査」 

 

研究分担者 後藤 裕明  神奈川県立こども医療センター血液・再生医療科 部長 

 

研究要旨  

小児がん患者とその家族の QOL 向上をめざし、主に療養期間中に QOL を阻害する因子を抽

出し、対策の提言を行うとともに、自ら実践し、その効果を検証することが本研究の目的

である。今年度は、自施設で取り組んでいる小児がん患者の QOL を向上させる試みについ

て考察を行った。 

 

A．研究目的 

小児がんは多くの場合、治癒可能な疾患であ

る。しかし、治療には半年から 1 年以上にお

よぶ期間を要し、多くは入院で治療が行われ

る。治療による負担だけではなく、入院に伴

う生活上の制約も患児の QOL を損なう大きな

要因であることと想像される。家族にとって

も入院している患者の介護は大きな負担とな

り、きょうだいがいる場合、健常なきょうだ

いに対する両親からの関わりが必然的に少な

くなるという問題がある。 

2012 年に小児がん拠点病院の制度が制定され、

神奈川県立こども医療センターは関東甲信越

地区の地域拠点病院として指定を受けた。小

児がん拠点病院に求められる役割として、専

門的な集学的治療の提供のほか、患者とその

家族に対する心理社会的な支援、適切な療

育・教育環境の提供が挙げられている。本研

究では、小児がん患者とその家族の QOL を阻

害する因子を抽出し、可能な改善策を検討す

ることである。本年度は当センターが行って

いる、患者 QOL の向上を目指した取り組みに

ついて考察を行った。 

B．研究方法 

①小児がん拠点病院の指定を受けた後、神奈

川県立こども医療センターでは外来化学療法

室を開設した。骨髄抑制が重度ではなく、短

時間の点滴で可能な抗がん剤治療は可能な限

り外来で行うことで、不必要な入院を減らす

ことが目的である。外来化学療法室の稼働状

況を検証した。 

②血液再生医療科医師、 NST 医師、 緩和ケア

チーム医師、歯科医師、看護師（小児専門看

護師・病棟看護師）、薬剤師、臨床検査技師、

歯科衛生士、管理栄養士からなる小児がん栄

養プロジェクトチームを立ち上げ、主に入院



治療を受ける患者の栄養管理、口腔内清潔管

理を積極的に行うこととした。活動の一環と

して栄養に関する相談会（栄養サロン）を開

催し、栄養や口腔ケアに関する保護者の悩み

や疑問に応える試みを開始した。 

C．研究結果 

①2014年3月から12月の間で1か月に外来化

学療法を施行されたのべ患者数は、1～15 名

（中央値 12 名）、のべ回数 2～26 回（中央値

17.5 回）であった。外来化学療法室を利用し

た患者の疾患は、脳腫瘍（低悪性度グリオー

マ）、急性リンパ性白血病、ランゲルハンス細

胞組織球症、腎芽腫などであった。従来、こ

れらの患者は短期入院を繰り返して治療を受

けていた。 

②小児がん栄養プロジェクトチームは全ての

入院患者に対し、入院早期から栄養管理、口

腔内管理を行うことで治療に伴う合併症を軽

減することを目的に立ち上げられた。活動の

一環として、患者家族の栄養に関する不安を

解消することを目的に2013年から年に3回の

栄養サロンを開催した。栄養サロン開催後は

参加した家族に対してアンケートを用いた満

足度調査を行った。2013 年に行った栄養サロ

ンに参加した家族は計 20 名（18 家族）であっ

た。栄養サロンについて企画・内容が「とて

も良かった」もしくは「良かった」と答えた

家族は 94%、「普通」と答えた家族は 6%であっ

た。100%の家族が参加する前、「栄養について

心配なことがあった」と答え、栄養サロンへ

の参加により心配が「解決した」と答えた家

族が 59％、「どちらとも言えない」が 35%、「あ

まり解決しなかった」が 6%であった。 

 

D．考察 

①外来化学療法室の開設により、これらの患

者が不必要に入院期間を延長されることがな

く、短期入院を繰り返していた患者では、煩

雑な入院手続きが必要なくなり在院時間が短

縮できるなどの利点が考えられた。しかし外

来化学療法室が実際に患者と家族の QOL 向上

に役立っているかは今後の検討課題である。

②入院患者における食事や栄養の問題は家族

にとって大きな関心事であると予想されるが、

当センターでは多くの場合、るいそうなどの

問題が重大化しないと医療者が栄養管理につ

いて積極的に関与することはなかったのが実

状である。早期に多職種が患者の栄養管理に

関わることで、治療の安全性向上、副作用の

軽減化に役立っているか、現在も検証を続け

ている。栄養に関する相談会（栄養サロン）

に参加する家族が多くいることは、この問題

に対する家族からの関心の高さを伺わせ、今

後も開催を継続する予定である。 

 

F．健康危険情報 

なし 

 

G．研究発表 

なし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

 なし 
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厚生労働科学研究費補助金 がん対策推進総合研究事業 

（がん政策研究事業）分担研究報告書 

小児がん拠点病院を軸とした小児がん医療提供体制のあり方に関する研究 

 

東海北陸地区における小児がん患者の動態調査 

研究分担者 高橋 義行 （名古屋大学大学院医学系研究科成長発達医学 准教授） 

 

A. 研究目的 

 小児がん拠点病院を中心とした小児がん診療

の整備が進められている。全国で１５の小児が

ん拠点病院が選定され、各ブロックごとに拠点

病院間、および拠点病院と連携病院との連携し

た小児がん診療が構築されつつある。 

 小児がん拠点病院選定後の小児がん患者動態

を調査することで、拠点病院の役割、連携病院

との連携が明らかになる。 

 

B. 研究方法 

 東海・北陸ブロックにおける小児がん拠点病

院である名古屋大学医学部附属病院と三重大学

附属病院における小児がん患者の紹介元施設を

カルテから抽出してその動向を調査した。 

（倫理面への配慮）カルテから匿名で抽出し、そ

の数を調べた。 

  

C. 研究結果 

 名古屋大学医学部附属病院の小児がん患者動

向は、平成２４年度（２，３月を除く）の小児が

ん患者入院数は、１８２人で固形腫瘍が１２０人

（６５．９%）、血液腫瘍が６２人（３４．１%）

であった。全例他施設からの紹介による患者で、

愛知県１４５名（７９．６％）、岐阜県１１名（６．

０％）、三重県１０名（５．５%）、静岡県３名、

京都府２名、大阪府２名、海外２名、岡山県、奈

良県、新潟県、長野県、東京都、千葉県、宮城県

が各１名であった。東海・北陸ブロック以外から

の紹介が１３名（７．１％）あった。 

 三重大学医学部附属病院の小児がん患者動向

は、平成２５年度の小児がん入院患者としては

114名、うち新規患者は39名で、21施設から紹介

されていた。39名のうちほとんどが県内施設で、

34名が三重県内の17施設からの紹介であった。

残りの４名は関西医科大学１名、南和歌山医療セ

ンター１名、藤田保健衛生大学２名の３施設から

であった。連携する多施設への治療目的での紹介

患者は10名で7施設（すべて三重県外の施設）に

送っていた。三重大学から患者を治療目的で紹介

した連携施設の内訳は筑波大学附属病院２名、千

葉重粒子線センター３名、藤田保健衛生大学１名、

北海道大学病院１名、兵庫県立尼崎病院１名、木

沢記念病院１名、大阪府立母子保健センター１名

であった。 

 

D. 考察 

 名古屋大学病院、三重大学病院とも小児がん

研究要旨：全国で１５の小児がん拠点病院が選定され、各ブロックごとに拠点病院間、

および拠点病院と連携病院との連携した小児がん診療が構築されつつある。小児がん

拠点病院選定後の小児がん拠点病院の小児がん患者動態を調査し、東海・北陸ブロッ

クにおいて、再発難治小児がん患者を中心に小児がん患者の拠点病院への紹介が増加

していた。この動きは特に固形腫瘍に顕著であった。小児科、小児外科、脳外科、整

形外科、放射線科など集約的治療が必要な難治小児がん患者の集約化と標準治療で治

癒が期待できる患者の均転化を目的とした連携が望まれる。 
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拠点病院選定後に患者数は増加していたが、名

古屋大学病院では、特に固形腫瘍の紹介患者が

顕著に増えていた。東海・北陸ブロック外から

の患者も７%以上あり、小児患者の家族が一泊

１０００円で宿泊できるドナルド・マクドナル

ドハウスなごやが２０１４年１月に稼働し、県

外からの小児がん患者家族への有効な支援とな

っている。三重大学病院への紹介患者の８９．

７%が三重県内施設からの紹介であった。小児

がん拠点病院から連携施設への紹介も見られて

いる。 

 

E. 結論 

 小児がん拠点病院選定により、小児がん拠点病

院へ再発・難治小児がんの紹介が増加した。一方

で、小児がん拠点病院から連携病院への逆紹介患

者もあり、連携した患者動態が伺われた。 

 

F. 研究発表 

1. 論文発表 

1） Fukano R, Mori T, Kobayashi R, Mitsui T, 

Fujita N, Iwasaki F, Suzumiya J, Chin M, 

Goto H, Takahashi Y, Hara J, Park YD, 

Inoue M, Koga Y, Inagaki J, Sakamaki H, 
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研究課題：小学生を対象にした小児がん治療中のストレス評価尺度作成の試み 

研究分担者 駒田美弘（三重大学医学系研究科小児科学・教授） 

研究協力者 堀 浩樹（三重大学・理事） 

 

研究要旨  

 小児がん患者は、入院中多くのストレスの中で生活しており、医療者には患児のス

トレスを感じとり、病棟内での人間関係を把握する事が求められる。本研究では小児

がん患者の意欲の状態や集団生活での問題を把握するために評価尺度の開発を行っ

た。M-I テストとして評価尺度を作成した。質問項目の内部一貫性は各尺度での

Cronbachα係数により評価した。小児がんの小学生 13名を対象にM-Iテストを実施

し、YGテストとの関連性を評価した。社会心理的生活尺度と闘病生活尺度で構成し、

全設問数 24問の回答時間は 10分であった。M-Iテストの家族関係評価は YGテスト

の情緒安定性と内向性との正の相関、社会適応性との負の相関が認められた。M-Iテ

ストは入院生活上の課題を持つ小児がん患者の評価に役立ち、その後の入院生活の向

上に活用出来ると思われた。 

 

A．背景 

小児がん患児は長い入院生活中、活動が

制限された生活、苦痛や不快感を伴う検

査・治療など、多くのストレスの中で生

活している（1）。更に医療従事者、同室

の患者、付添い家族との関係等、これま

でに経験したことのない人間関係の中で

生活している。この入院中の強いストレ

スは、闘病意欲に影響し、退院後も辛い

記憶として患児のその後の生活に影響す

る（2）。本研究では、小児がんで入院す

る子どもの入院・闘病生活に対する受容

度、意欲の状態、集団生活中の問題を把

握するための有効な評価尺度の開発を目

的に、その作成と評価・応用の検討を行

ったので報告する。 

 

B．対象と方法 

1) 評価尺度の作成と評価 

 闘病中の小学生に心身の負担を与える

ことなく、簡便な質問紙の作成を考えた。

新たな評価質問表M-Iテスト（作成者名

よりM-Iと明記）は、学校生活での満足

度と意欲、学級集団の状態を調べる質問

紙で、学校生活意欲尺度と学級満足度尺

度とから構成され、設問数は 24 問で、

小学生でも 10 分程で回答できる内容に

した。質問項目の内部一貫性は各尺度内

での Cronbachα係数の算出により評価

した。M-Iテストを約 1週間後に繰り返

し実施し、相関係数を検討することで、

再現性の評価を行った。再現性の統計学



的評価は、Pearson相関係数を用いて検

定した。 

2) 評価尺度の応用に関する検討 

 三重大学医学部附属病院小児病棟に入

院中および退院後 3ヶ月以内で外来通院

中の小学生の小児がん患者 13 名を対象

に、M-I テスト結果の性別および疾患別

比較と心理テストである小学生用矢田部

-ギルフォード性格テスト（YG テスト）

（6）の結果と M-I テスト結果との関連

性評価を行った。対象者の属性を表 1に

示す。 

表 1. 対象者の属性 

 

入院中／外来通院中      3/10 

男性／女性          8/5 

年齢範囲（中央値）    6-11 歳（6

歳） 

診断 

  白血病           9 

  脳腫瘍                      4 

 

各項目群比較をMann-Whitney testで、

M-I テストと YG テストの関連性評価は, 

Pearson の相関係数を用いた。 

3) 倫理的事項 

 患者および保護者に調査の目的、内容、

匿名化の下に結果を解析すること、承諾

しない場合は試験紙への回答は不要であ

ること、承諾後も撤回できることを口頭

および文書で説明した上で行った。患者

の診療情報については、連結可能匿名化

とし、患者コードを用いて年齢・性別・

診断に関する情報を収集した。 

 

C．結果 

1) 新尺度の構成 

 M-I テストは、社会心理的生活尺度と

闘病生活尺度の 2つの尺度から成り、そ

れぞれの尺度は、2 または 3 の下位尺度

から構成した（表２）。下位尺度の設問は

3-6問で構成し、全設問数は24問である。 

表 2. M-Iテストの構成 

 

・社会心理的生活尺度 （設問数 12） 

  - 友達関係  （4） 

  - 闘病意欲  （5） 

  - 家族関係  （3） 

・闘病生活尺度 （設問数 12） 

 - 承認    （6） 

 - 非侵害   （6）  

 

2) 新尺度の評価 

 新尺度 M-I テストの内部一貫性を検討

した結果を表 3に示す。Cronbachα係数

は5つの下位尺度のうち3つで係数値が、

内部一貫性が高いとされる 0.7 以上を満

たさなかったが、その下位 1,2 項目を除

外することで、係数値を 0.7 以上に調整

した。 

表 3. M-I テストの尺度毎の Cronbachα

係数 

 

       

Cronbach 

α係数   

(尺度） 

社会心理

的生活尺

度 

質問項

目数 全項目 

下位 1項

目を除外 

下位 2

項目を

除外 

（下位

尺度） 友達関係 4 
0.51 0.71 - 

 闘病意欲 5 0.54 0.61 0.69 

 家族関係 3 0.73 - - 



  

再現性の評価を行ったところ、友人関係

R2=0.32（p=0.15）、闘病意欲 R2=0.53

（p=0.03）、家族関係 R2=0.58（p=0.02）、

承認 R2=0.37（p=0.11）、被侵害 R2=0.65

（p=0.01）であり、5 つの下位尺度のう

ち 2 つで相関が有意でなかった（図 1）。

これは 2回のテストを実施できた対象者

数が 9人であり、対象者数が少ないこと

による非相関である可能性が考えられた。 
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図 1. 下位尺度毎の再現性評価 

3) 新尺度の活用方法の提案 

 M-I テストの活用方法の一つとして、

患者グループ間の比較が上げられる。今

回は、性別、診断別の比較を行った。そ

の結果を表 4に示すが、いずれの群間比

較において有意な差は検出されなかった。 

 

表 4. M-I テストを用いた性別および診

断別比較 

   

Cronbach 

α係数  

(尺度） 

闘病生

活尺度 

質問項目

数 全項目 

下位 1項目

を除外 

（下位尺

度） 承認 6 
0.76 - 

 

被侵

害 6 
0.67 0.75 
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 次にM-IテストとYGテストとの関連に

ついて検討したところ、M-I テストの家

族関係は YG テストの情緒安定性と内向

性とに正の相関、社会的適応性とに負の

相関が認められた（表 5）。 

表 5. M-I テストと YG 性格テストとの関

連性評価 

         Y-G テスト評価項目 

（*; p<0.05 Pearson の相関係数） 

D．考察 

 本研究では小児がんで闘病する小学生

を対象にしたストレス評価尺度の作成を

試みた。従来の Q-U テスト（3-5）を参考

に小児病棟での評価尺度作成新たに作成

した。特に Q-U テストの特徴である子ど

もの負担にならない少ない設問数、子ど

もにもわかりやすい質問内容、個人評価

と集団評価を組み合わせた多元的評価と

いうコンセプトを踏襲した。新しい尺度

M-I テストは内部一貫性、再現性の検討

結果から一部に改訂と検討の必要性が示

唆されたが、再検討を加え、改訂版の臨

床応用を目指したい。 

 本研究では、母集団が少なく、群間比

較で有意な差を見出すことはできなかっ

たが、対象者を増やすことで、治療内容

や疾患の違い、入院期間、あるいは病名

告知群と非告知群とでストレス度の差を

評価できると考えられる。既存の心理テ

ストである YG 性格テストとの関連性評

価ではM-Iテストの家族関係はYGテスト

の情緒安定性と内向性と正の相関、社会

的適応性と負の相関があった。この結果

より闘病生活という特別な状況が、家族

関係を密に、患児の情緒安定性と内向性

が増加する一方で、患児の社会的適応性

を減少させていることが推測された。こ

のような場合、患児の社会性を向上させ

るような働きかけが、退院後の社会適応

に向けて必要になると思われる。また、

M-Iテスト被侵害項目とYGテスト社会的

適応に正の相関があったが、生活を侵害

されているという意識が高いにもかかわ

らず、それに適応しようする状況が推測

される。侵害内容を理解し、受け入れる

ことができていればよいが、負荷を抱え

  
情緒安

定性 

社会的適

応 

非活動

性 
内向性 

友人関

係 
-0.28 -0.2 0.07 0.41 

闘病生

活 
-0.46 -0.44 0.05 0.5 

家族関

係 
0.6* -0.66* -0.041 0.66* 

承認 -0.57 -0.51 -0.21 0.4 

被侵害 0.53 0.59* 0.13 -0.57 



ながら適応しようとする場合は、患児へ

のストレスとなることもあると思われる。 

 毎月 1 回程度、M-I テストを全入院患

児に行い、個々の入院患児のケアと病棟

運営に活かすことで、病棟での患者ケア

の質の向上が期待される。入院後の経時

的変化や治療内容との関連を検討するこ

とで、医療従事者の患者の生活上の困難

を理解する教材として活用することもで

きると考えている。今後は、M-I テスト

の中学生、高校生への拡大とその有効性

評価に取組みたい。 
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研究要旨   

小児がん医療提供体制のあり方の実態調査の一つとして、治療中の小児がん患者

の当院小児科への紹介もしくは当院から他院への移動の実際を調査したところ、

このような例は極めて限られており昨年度は 0件であった。一方、当院における

AYA 世代は小児科が関与しない例が相当例存在し、治療水準の向上や療養環境の

改善が必要である。 

 

A. 研究目的 

小児がん患者の移動の実態を調査し、適切な

支援体制を構築するために必要なデータを収

集する。 

 

Ｂ．研究方法と結果 

下記項目につき検討した。 

 

1) 小児がん患者の移動状況 

本院小児科において診断し治療開始した小児

がん患者がその治療途中で他病院へ転院した

例や、反対に他病院で診断し治療を開始され、

当科へ転院して治療を行った例は極めて限ら

れており、本年度では該当症例はなかった。

一方で、当院における 15 歳以上のいわゆる

AYA 世代のがん患者が小児科以外で相当数診

療されていることが判明した。 

 

2) 当院における AYA 世代のがんの実態 

症例：2008 年 1月 1日から 2012 年 12 月 31 日

の 5年間に悪性新生物（ICD-10 に準拠、上皮内

癌を除く）と診断、入院加療を行った診断時年

齢15歳以上29歳以下の患者数は170症例あり、

男性 83 例、女性 87 例であった。 

 

 

内訳： 

 

小児科の関与 

うち 30 症例において小児科が診療に携わった。 

30症例のうち、16例が15−19歳の症例であった。 

 



 

 

3) 当院における各科の診療連携の現状 

特に稀少がんなどの症例では科の枠を越えて、

横断的な院内カンファレンスを適宜開催し、

情報交換、治療方針の検討を行っている。小

児科では特に整形外科、脳神経外科/放射線治

療部とは毎週ないし毎月合同カンファレンス

を行っており、AYA 世代までを含めた診療連

携を行っている。小児外科、泌尿器科、眼科、

耳鼻科、呼吸器外科とはユニットを形成し、

適宜カンファレンスを持ち、情報共有してい

る。 

AYA 世代の患者に対応するため、成人血液内科

病棟に 1 床、他の成人病棟に 2 床の小児科ベ

ッドを確保している。 

 

C．考察 

小児がん拠点病院に選定後、小児がん診療・

支援・研究合同会議を設立し、小児がんユニ

ットをはじめとして AYA 世代や書に緩和など

様々な課題に対応した小委員会を立ち上げた。

小児科以外の科が初診となった小児がん患者

はこの委員会の繋がりから小児科が診療に携

わる機会がもてたが、特に AYA 世代のがん患

者は必ずしも小児科にコンサルトはされずに

診療が行われた。そのうち少なくとも一部の

患者では学業支援や療育環境など、本院が有

するリソースが適切に利用されたとは言いが

たい。今後、AYA 世代のがん患者に対する小

児科の連携の必要性、有用性を院内ならびに

近隣のがん診療病院に周知し、同世代のがん

患者への診療体制を強化していく。そのため

に(1) AYA 世代の初発・再発例の診療のため

の成人病棟における小児科専用病床のさらな

る増床、(2)院内の合同カンファレンスへの参

加を通じた AYA 世代がん患者の特殊性の周知

を行い、AYA 世代のがんの治療水準の向上、

療養環境の改善を目指していく予定である。 
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Ａ．研究目的 

平成25年2月に厚労省より小児がん拠点

病院に指定された前後での当院の新規受診

患者について調査し、拠点病院指定が患者

動態に影響を及ぼしているかを推定する。 

Ｂ．研究方法 

 院内がん登録データーを用いて、平成 21

年 1月 1日から平成26年 12月 31日までの

6年間の当院小児科で新規診療を受けた小

児がん患者 216 名について、疾患名、年齢、

居住地（都道府県）を調査した。セカンド

オピニオンや成人診療科のみでの診療症例

は除いた。 

（倫理面への配慮） 

個人名、生年月日が削除され、病名、年齢、

都道府県、登録年のみ抽出された登録デー

タを用いて集計した。 

Ｃ．研究結果 

 新規診療症例数に関しては、21、22、23、

24、25、26 年とそれぞれ、35、34、37、32、

38、40 例と年平均 36 例で平成 25 年の小児

がん拠点病院指定後での著明な患者数の増

加は見られなかった。疾患内訳については、

固形腫瘍の症例数が 21、22、23、24、25、

26 年とそれぞれ、21、20，21、16、27、28

例と指定後に増加していた（図１）。特に、

悪性黒色腫、悪性ラブドイド腫瘍、胞巣状

軟部肉腫などの稀な疾患が含まれていた。

患者年齢に関しては、指定前後で変化なか

った（図２）。患者居住地に関しては、京都

府が 80％前後と最多であったが、指定後に

近畿圏外の北陸、東海中部、関東などの遠

方からの症例が増加していた（図３）。 
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患者の増加と、近畿圏外からの患者の増加が見られた。年齢別には大きな変動は見られなか

った。小児がん拠点病院の指定によって、診断が難しく、難治性であり、集学的治療が必要

な固形腫瘍症例が拠点病院である当院に集約化されつつあるものと推定された。 
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Ｄ．考察 

平成25年2月の小児がん拠点病院指定後に、

固形腫瘍患者の増加がみられ、近畿圏外か

らの増加が見られた。年齢別には大きな変

動は見られなかった。小児がん拠点病院の

指定によって、診断が難しく、難治性であ

り、集学的治療が必要な症例が拠点病院に

集約化されつつあるものと推定された。 

Ｅ．結論 

平成25年2月の小児がん拠点病院指定後に

当院では、固形腫瘍や稀な疾患の増加と遠

方からの患者数の増加がみられ、集学的か

つ専門的な対応が必要な疾患が拠点病院に

集約化されつつあるものと推定された。今

後も継続的な調査が必要である。 
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Cancer 

、検査科病理のデータを併せて複合的に

症例リ



ストを

Ｅ．結論

 大阪府立母子保健総合医療センターにお

て、診療情報管理室が中心的役割を担うこと

で、新規に診断された

リストを作成する

を作成できた。

Ｅ．結論 

大阪府立母子保健総合医療センターにお

診療情報管理室が中心的役割を担うこと

新規に診断された

リストを作成する

できた。 

大阪府立母子保健総合医療センターにお

診療情報管理室が中心的役割を担うこと

新規に診断された小児がん

リストを作成することが可能であった

大阪府立母子保健総合医療センターにお

診療情報管理室が中心的役割を担うこと

小児がん症例の正確な

ことが可能であった。 

大阪府立母子保健総合医療センターにおい

診療情報管理室が中心的役割を担うこと

正確な

 

Ｇ．研究発表

 １．論文発表

 ２．学会発表

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。）

 該当なし。

Ｇ．研究発表 

１．論文発表

２．学会発表

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 

該当なし。 

 

１．論文発表 該当なし。

２．学会発表 該当なし。

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

 

該当なし。 

該当なし。 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

 



厚生労働科学研究費補助金 がん対策推進総合研究事業（がん政策研究事業） 

分担研究報告書 

「分担課題名：小児がん診療の Quality Indicator（QI）作成」 

研究分担者 藤崎 弘之 大阪市立総合医療センター小児血液腫瘍科副部長 

 

研究要旨 

小児がん拠点病院及びそれ以外の小児がん診療施設の診療の質向上のため、小児がん診療に関す

る Quality Indicator (QI)を作成し運用することを目的としている。今年度は国内外の論文、ガ

イドライン、厚生労働省による小児がん拠点病院や地域がん診療連携拠点病院の指定要件などを

参考にして、QIの案を作成した。 

 

A. 研究目的 

Quality Indicator (QI) は、近年医療の質を表

わす指標として用いられるようになってきて

いるが、小児がん診療に適合した QIは本邦だ

けでなく諸外国においても確立されたものが

ほとんどないのが現状である。一方、平成 25

年に小児がん拠点病院 15 病院が選定された

が、それらの病院における診療の質を可視化

し、より向上させるために、小児がん診療に

適した QI を作成し用いることは大変有用で

あると考えられる。また、これらの QIを提示

することで、拠点病院以外の小児がん診療施

設での医療の質向上にもつながることが期待

される。 

 

B. 研究方法 

以下の文献資料を調査し、小児がん拠点病院

における小児がん診療に関する QI案を作成

することとした 

① 小児がん診療についての QIに関する英

文論文、 

② 小児がん診療に関連する内外の各種ガイ

ドライン 

③ 小児がん拠点病院・地域がん診療連携拠

点病院における厚生労働省の指定要件 

④ 日本病院会の QI 

 

C. 研究結果 

小児がん診療についての QIとして英文論文

に公表されているのは、カナダ・オンタリオ

州の Pediatric Oncology Group of Ontario

（POGO）の QIのみであった（Value Health. 

16; 639-46, 2013）。この QIから本邦の診療

実態にも合致していて用いることが可能な

QI候補を選択した。ガイドラインとしては、

英国国立臨床研究所（NICE）の小児がん診療

ガイドラインを参考にし、厚生労働省の指定

要件、日本病院会の QIも参考にして、さらに

QI候補を選択し、案とした。以下、QIの３

指標である、Outcome（表１：生存率など、

表２：QOL）、Process（表３：生存率が

Outcomeとなるもの、表４：QOLが Outcome

となるもの）、Structure（表５）に分類して

提示する（POGO: Pediatric Oncology Group 

of Ontarioの QI、NICE: 英国国立臨床研究

所の小児がん診療ガイドライン、児がん：小

児がん拠点病院指定要件、がん：地域がん診

療連携拠点病院指定要件、日本病院会：日本

病院会の QI）。 

 



表 1 

 

表２ 

 

表３ 

 

 Outcomeの

 Outcomeの

 Processの

の QI（生存率など）

の QI（QOL

の QI（生存率が

（生存率など）案 

QOL）案 

（生存率が Outcome

 

Outcome）案 

 

 

 



表４ 

 

表５ 

 Processの

 Structure

の QI（QOLが

Structureの QI案 

が Outcome））案 

 

 



D. 考察 

小児がん診療に対する QIが世界的にもほと

んどない中、小児がん拠点病院さらには他の

小児がん診療施設での医療の質を向上させる

ことを目的として、QIを作成することとした。

すなわち、医療の質を可視化することにより、

意識を共有することができ、医療現場での 

PDCA (Plan、Do、Check、Action)サイクル

を回すことが可能となり、それぞれの小児が

ん拠点病院が、自施設の医療の質を自律的に

向上させるような仕組みに資することが期待

できると考えられる。QI案作成にあたっては、

調べ得た範囲では唯一論文として公表されて

いた Pediatric Oncology Group of Ontarioの

QIをはじめとし、英国国立臨床研究所の小児

がん診療ガイドライン、日本病院会の QIも参

考にした。また、小児がん拠点病院で運用さ

れるものであるから、その指定要件における

質を評価するため、成人の地域がん診療連携

拠点病院におけるものとともに厚生労働省の

指定要件を参考にした。今後は他の小児がん

拠点病院とも協議の上、正式な QIを確定する

必要がある。 

また、実際に QIを算定・公表するにあたって

は、正確性・客観性・簡便性を担保できる方

法を採用することが必須であると思われる。

そのような方法として、診療情報管理士・DPC

データを活用することが有用であると考えて

いる。それらの実施可能性についても検討す

る必要がある。 

 

E. 結論 

小児がん拠点病院における QI案を作成した。

今後、他の小児がん拠点病院とも協議の上、

正式に QIを確定し、さらに実際の運用方法を

確立する必要がある。 

F. 健康危険情報 

分担研究報告書につき不記載 

 

G. 研究発表 

① 論文発表 

該当なし 

 

② 学会発表 

該当なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

① 特許取得 

該当なし 

 

② 実用新案登録 

該当なし 

 

③ その他 

該当なし 

 



平成 26 年度厚生労働科学研究費補助金 がん対策推進総合研究事業 
（がん政策研究事業）【松本班】 
小児がん拠点病院を軸とした小児がん医療提供体制のあり方に関する研究 

 
分担研究者報告書 

 
          小児がん患者の動態に関する研究 
         ―特に中四国地方との連携について― 

 
研究分担者 小阪嘉之  

兵庫県立こども病院小児がん医療センターセンター長 

 
【研究要旨】 
小児がんは全国で年間 2500例程度の発症と極めて稀少ながんである。またそ
れらを全国 200 以上の医療施設で診療している実態があり、医療の質の担保か
らもある程度患者を集約する必要がある。そこで平成 25年 2月に全国で 15の
小児がん拠点病院が選定された。小児がん拠点病院は近畿地方からは当院を含

めて 5 か所の病院が選定されたのに対して、中四国地方からは広島大学が唯一
選定された。広い中四国地方の小児がん患者の診療の質を担保するためにも、

近畿地区の拠点病院で最も西に位置する当院は中四国地方との連携を図る必要

がある。 
そのためには当院で診療する患者のうち、中四国在住の患者の占める割合や

当院への紹介方法などを検討することは、今後の小児がん拠点病院として、中

四国地方で小児がん診療を展開する施設との連携において極めて重要と考え、

特に中四国地方を中心とした県外からの患者の動向を調査した。 

 
A. 研究目的 
 兵庫県立こども病院は昭和 45 年開
設の日本で2番目に古い小児専門病院
で、平成 25年 2月に小児がん拠点病
院に選定され、平成 26年 4月からは
小児がん医療センターを開設し、小児

がんに対する集学的治療を積極的に

行ってきた。現在５か所ある近畿地区

の小児がん拠点病院のなかで、最西端

に位置し、また明石大橋が完成後は極

めて四国地方との交通アクセスが良

くなった。また厚労省からも中四国地

方との連携を求められている。そこで

今回当院の当科の患者の動向、特に中

四国地方との動向について調査して、

現状を知ることにより、今後のさらな

る県外との小児がん診療における医

療連携を深めていけるように検討を

加える。 

 



B. 研究方法 
当院は小児外科における気管狭窄

に対する手術や先天性心疾患手術

など、先 
進的な小児医療を展開しており、病院

全体でも県立病院ではあるが、比較的

県外の患者の比率が高い。まずは最近

の３年間で当科の県外者に占める割

合を病院全体のそれと比較して、また

県外の場合どういった地区が多いの

かを検討した。 
 さらには当科に小児がん（データは

集計上がんを疑って紹介された患者

を含む）での最近３年間のデータを抽

出して、病院全体や非悪性疾患を含む

当科のそれらを比較検討してみる。 
 なお外来患者・入院患者はすべて何

度受診・入院しても同一患者は一人と

して扱っている。 
 （倫理面への配慮） 
 今回医事課ベースのデータや当科

のデータはすべて患者の ID 番号で処
理しており、患者実名が出ることは無

く、患者の個人情報は守られている。

また小児がん疑い患者までしか絞り

込まなかったのは、統計処理上、患者

の病名は初診時の疑い病名で処理し

たからで、稀少疾患に対する配慮を敷

いた。 

 
C. 研究結果 
表１,2に示すように、当院全体にお
ける外来患者の患者総数に対する

県外者 
の割合は平成 23,24,25 年度でそれぞ
れ 7.4, 7.2, 6.5%であった。同様に入

院患者での割合はそれぞれ 11.2, 10.4, 
9.9%であった（表 3，4）。 
 同様に当科での割合は、外来でそれ

ぞれ 6.4, 6.3, 6.2%であった。入院で
は 
7.2, 6.0, 3.0%であった（表 5～8）。 
 図 1から 6は当科に外来受診した患
者の県外の地域を示したものである。

近畿圏内では隣接する大阪府が多か

ったが、中国地方が近畿圏外からは多

いことがわかる。特に鳥取県は外来・

入院問わずかなりの多数を占めてい

る。ただし一方で香川県・徳島県とい

った患者が散見されるくらいで、四国

地方からの患者数は極めて少なかっ

た。 
 また 25 年度は当科の県外患者自体
が少数であった。 
 表 5，6 は県内者を含めた当科の地
域別状況で、やはり外来・入院ともに

病院が位置する神戸市が最多である

が、病院より西部にあたる播磨地区か

らの患者も多いことがわかる。また年

度での大きな差異はない。 
 図 7，8，9はそれぞれの年度の悪性
腫瘍が疑われ紹介となった新規患者

のうち、県外者の地域を示したもので

ある。やはり当科全体と同じく、近畿

圏内では隣接する大阪府の患者が、近

畿圏外では鳥取県を中心に中国地方

の患者が目立った。表 7は県内を含め
た悪性腫瘍が疑われ紹介となった患

者の地域別状況である。やはり神戸市

が最多であるが、播磨地区も多い。な

かでも加古川市や明石市を中心とす

る東播磨地区が多くなっている。 



 
D. 考察 
当院は小児の３次救急を始め、種々

の小児の先進医療に取り組んでお

り、「小 
児医療の最後の砦」と位置付けた診療

を展開している。そのため従来より県

外からの患者も多いとされてきたが、

今回病院全体のデータとして、外来で

7％前後、入院では 10％程度となって
おり、それらが裏付けられた結果とな

った。ちなみに当院は神戸市の西端に

位置し、兵庫県全体では人口分布や交

通アクセスの点からも東西の関係で

は兵庫県のほぼ中央に位置するイメ

ージであり、本来他府県から受診する

立地条件が良いわけではない。 
 また当科全体、さらには悪性腫瘍が

疑われた新規患者における傾向も同

様であったが、ただし病院全体よりは

県外の患者は若干少ない傾向があっ

た。これはたとえば遠く九州や青森県

からも患者紹介がある、わが国で有数

の実績を誇る気管狭窄の手術などと

異なり、あくまで小児がんは診療可能

な施設が他府県にも多く存在するた

めと思われる。 
 ただ特筆すべきは鳥取県を始め、岡

山・広島・島根といった中国地方から

の患者が多いことである。背景には鳥

取県では小児悪性腫瘍の診療可能な

施設は極めて限られるのに加えて、た

とえば小児脳腫瘍の緊急手術ができ

る施設、医師がいないことがあげられ

る。小児がん拠点病院としては 24 時
間体制の元、いかなる oncologic 

emergency に対応できるようさらな
る集学的治療の充実が必要となる。 
 また県内でも播磨地区（姫路・加古

川を始めとして人口は多い）には小児

がんを診療できる施設がほとんどな

いのが実情であり、中国地方と同様に

考えていく必要がある。 
 今回調査してみて意外であったの

は中国地方が多いのに比べ、四国地方

からの患者がごく少数であったこと

である。本来明石・瀬戸両大橋がある

ので、車でのアクセスでは当院はむし

ろ中国地方に比べて良いはずである。 
 現在当院は中四国地方で小児がん

診療を展開する 13 病院と 1 か月に 1
回 TV会議を開催しており、今後は中
国地方と同様に緊急手術を要する

oncologic emergency患者等のリクル
ートに努める必要がある。 
 また平成 25 年度は小児がん拠点病
院に選定されたが、悪性腫瘍患者総

数・県外患者数ともに増加はなかった。

むしろ入院患者にしめる県外患者の

割合は激減しているが、原因は不明で

ある。ただし選定後初年でもあり、今

後の動きを見ていく必要がある。  
E. 結論 
血液腫瘍科患者の県外患者割合

は外来・入院共に 6％程度であり、
病院全 

体のそれより若干低い傾向があった。

そのなかで中国地方との連携はよく

取れており、特に鳥取県の患者が多か

った。一方で四国地方の患者は少なく、

四国地方の患者のカバーが今後の課

題であると思われた。 



 
 

G. 研究発表 
１．論文発表 該当なし 
２．学会発表 川崎圭一郎、小阪嘉之 

他 
       第 259 回 日本小児科
学会兵庫県地方会  

「小児がん拠点病院

としての今後の課題」 

 
 

H. 知的財産権の出願・登録状況 
  該当なし 
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 分担研究報告書 

 

小児がん拠点病院を軸とした中国四国地区の小児がん患者の動態調査 

 

研究部分担者 檜山 英三  広島大学自然科学研究支援開発センター 教授 

広島大学病院小児外科 

 
研究要旨 

 本研究班の目指している小児がん拠点病院を軸とした小児癌医療提供体制のあり方に関す

る研究の手始めとして、中国四国地区の小児がん患者の現状と今後の目標を調査した。 

この地域唯一の小児がん拠点病院としての広島大学の取り組みについてまとめるとともに、こ

の地域の 16 の連携病院の診療状況と今後も目標をアンケート調査した結果を検討した。造血器

疾患に関しては、一施設を除いて全施設が診療しており、固形腫瘍も一施設を除いて全施設で診

療を行っており、これらの初期診療についてはこれらの連携施設において学会の認定施設にて診

察されており、今後も積極的に診療していく体制であると考えられた。むしろ、難治例や再発例

の診療と連携を拠点病院に期待していることが示唆された。 

一方で、網膜芽細胞腫や脳腫瘍については、地域外や他施設で診療されていて率が少なくなか

った。今後はこれらの症例の把握や集約化の具体的な方策の検討が必要と考えられた。 

 

A. 研究目的 

小児がんは、希少がんの一つであり、そ

の対策の遅れが指摘され、がん対策推進基

本計画の見直しの時期に、その対策の重要

性が指摘された。そのもとで、小児がん専

門委員会が設置され、小児がんの集約化と

地域連携が必要とのことから小児がん拠点

病院が 2015 年に設置された。本研究班の目

指している小児がん拠点病院を軸とした小

児癌医療提供体制のあり方に関する研究の

手始めとして、中国四国地区の小児がん患

者の現状と今後の目標を調査した。 

 

B. 研究方法 

広島大学病院は、中国四国地域では唯一

の小児がん拠点病院であり、現在その取り

組みついて再検討した。さらに、その取り

組みとして中国四国地区の 16 連携病院の

現状と今後の目標について各病院のアンケ

ート調査によって調査し、検討を加えた。 

 

図１：中国四国地域の小がん拠点病院と

連携病院 
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（倫理面への配慮） 

本研究は、ヘルシンキ宣言や米国ベルモ

ントレポート等の国際的倫理原則および

我が国の臨床研究倫理指針を遵守した。 

 

C. 研究結果 

１． 小児がん拠点病院としての広島大学の

取り組み 

広島大学病院では、小児・思春期の造血

器腫瘍ならびにすべての分野の固形腫瘍患

者に対して，診断，治療，長期フォローア

ップの診療体制を確立している。関連診療

科（小児外科，脳神経外科，整形外科，耳

鼻咽喉科・頭頸部外科，眼科，泌尿器科，

産科婦人科，放射線診断科，放射線治療科，

病理診断科）と診療部門（薬剤部，輸血部，

再生医療部，リハビリテーション部，栄養

管理部，臨床研究部，患者支援センター）

のスタッフは、質・量ともにほぼ十分に配

備されているため，地域の病院で発生した

症例は広島県内のみならず近隣県（山口県，

島根県西部，一部岡山県，愛媛県）からの

受け入れを行い，ほとんどの症例を当施設

で診療（診断・手術を含めた初期導入療法･

維持療法･フォローアップ）を行っている 

広島赤十字原爆病院は造血器腫瘍に関し

ては広島大学と同等の診療が可能であり，

診療状況（稼働状況）を考慮しながら連携

を行っている。特に一方の病院で病床管理

が困難な場合にはお互いで調整して，紹介

患者を断ることなく診療連携を行っている。

また，造血幹細胞移植が必要な症例も同様

であり，この２病院で患者さんの移植の最

適時期を考慮しながら，年間約 30 例の造血

幹細胞移植を施行している。広島大学と広

島赤十字原爆病院では小児血液・がん診療

に従事する医師間で月に１回のカファレン

スを定期的に開催し，診断，治療方針等を

共有することで連携の強化を図っている 

診療経験の少ない難治症例や稀少症例に

ついては日本全国の専門医と相談・連携（必

要によりセカンドオピニオンを利用）しな

がら，患者さんにとっての最良の医療が提

供できるようにしている。 

緩和的治療に関しては地域訪問看護師や

訪問医師を連携し，患者とご家族の希望に

沿った，在宅での緩和的医療を実施してい

る（小児がん患者においても，地域訪問看

護師や訪問医師を連携して在宅での看取り

を実施した例もある）。県内外からの患者

さんを多く受け入れているため，退院後の

外来診療，長期フォローアップは地域の病

院と連携し，広島大学への定期的受診をし

ながら診療を継続している。 

成人領域については広島大学病院血液内

科，がん化学療法科，総合診療科，広島赤

十字原爆病院血液内科と連携を行い，定期

的な研究会や広島大学病院キャンサーボー

ドを利用して情報共有を行っている。成人

へ移行する症例は必要に応じて血液内科へ

の紹介も行うが長期フォローアップ外来を

拠点として連携を継続している。 

中国・四国ブロックの拠点病院として，

各県で小児血液・がん学会が認定する研修

施設である下記の 16 施設を連携病院とし

てネットワークを形成し，さらに連携病院

の所属する地域に数カ所の協力病院を選定

して，地域の小児がん診療の一部を担って

いただく。患者さんとその家族に対して，

中国・四国ネットワーク内のいずれにおい

ても最新かつ最適医療が提供できるように

あらゆる情報の発信とその共有ができるシ
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ステムを構築し，小児・思春期がん診療の

均てん化を行う。インターネットを用いた

テレビ会議システムによりキャンサーボー

ドを設置し，定期的に患者情報の共有を行

う。特に新規症例の診断と治療，再発/難治

症例への対応，フォローアップ体制，相談

支援体制，療養体制などを定期的に議論す

ると同時にブロック内のデータ集積を行う 

拠点病院である広島大学病院内に，小児

がん診療支援に特化した専門職員を配備し，

上記の業務の遂行や連携病院に対しての派

遣支援を行う。また，医療機関のみならず，

中国四国各県（がん対策所管部局）に対し

ては，当該県における小児がん診療の連携

協力体制の整備に向けた情報提供，助言な

どの支援を行い，患者会との交流も含めた，

中国四国全体としての小児がん診療体制の

構築を進める。 

 

２． 中国四国地域での小児がん患者の動向 

広島大学病院とその連携している 16 施

設について、現状と今後の目標を調査した

(図１、表１)。造血器疾患に関しては、一

施設を除いて全施設が診療していた。固形

腫瘍も一施設を除いて全施設で診療を行っ

ていた。また、網膜芽細胞腫に関しては９

施設が、脳腫瘍は 14 施設が診療を行ってい

た。図は、初診患者のその地域での診療さ

れている割合であるが、初診例の診療を将

来縮小する施設はなく、拠点病院に対して

は、難治例や再発例の診療を依頼したいと

する施設が 10 施設あった。主観的なデータ

であるが、ほとんどの施設がその地域の

50％以上の症例を把握し診療しており、中

国四国地域ではこれらの施設で眼科、脳外

科領域を除けば 90％以上の腫瘍が現状では

把握され診療されている。 

 

D. 考察 

今回のデータから、中国四国地域につい

て拠点病院が制定された状況では、初診症

例に関しては少なくとも学会の認定施設に

て診察されており、今後も積極的に診療し

ていく体制であると考えられた。むしろ、

難治例や再発例の診療と連携を拠点病院に

期待していることが示唆された。 

一方で、網膜芽細胞腫や脳腫瘍について

は、地域外や他施設で診療されていて率が

少なくなかった。今後はこれらの症例の把

握や集約化の具体的な方策の検討が必要と

考えられた。 

 

E. 結論 

中国四国地区での小児がん拠点病院と関

連 16施設の現状と問題点を検討した。今後

は、難治例、再発例の集約化と網膜芽細胞

腫、脳腫瘍の診療体制強化が当面の課題と

考えられた。 

 

F. 健康危険情報 

特になし 

 

G. 研究発表 

１． 論文発表 

特になし 

 

２． 学会発表 

1) 檜山英三：小児がん．がん対策の好事例

を共有する．がん政策サミット2014．東

京。2014年5月16日～18日  

2) 檜山英三：小児がん拠点病院について．
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みんなが求めるがん医療．NPO 法人高知

がん患者会記念講演. 高知．2014 年 5月

11 日 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

(予定を含む) 

１． 特許出願  

なし 

２． 用新案登録    

なし 

３． その他   

なし 

 

 

表１：中国四国地域ブロックの拠点病院及び小児がん診療連携病院の現状、今後の計画及び

目標(担当医療圏での症例の診療率％) 

施設 造血器腫瘍 固形腫瘍 網膜芽細胞腫 脳腫瘍 

1 70/100 60/80 なし/なし 50/50 

2 70/80 90/90 一部／一部 80/90 

3 60/70 40/50 一部／一部 難治・再発例中心 

4  10/10  10/10  10/10  10/10 

5 なし/なし 100/100 なし/なし なし/なし 

6 25/30 25/30 紹介あれば受け入れ 25/30 

7 50/50 100/100 一部／一部 100/100 

8 50/50 なし/なし なし/なし なし/なし 

9 50/100 50/100 なし/なし 50/100 

10 50/50 50/50 一部／一部 50/50 

11 50/50 50/50 50/50 50/50 

12 50/50 50/50 50/50 50/50 

13 20/30 20/30 20/30 20/30 

14 50/50 50/50 50/50 50/50 

15 10/50 10/50 なし/なし なし/なし 

16 50/67 50/50 なし/なし 50/50 

17 50/50 50/50 なし/なし 50/50 

                                                      (％：現状/目標) 

 



厚生労働科学研究費補助金がん対策推進総合研究事業（がん政策研究事業） 
分担研究報告書 
 
分担研究課題：小児がん拠点病院による小児がん医療提供体制の検討 

 
 
研究分担者  
田口 智章 九州大学大学院医学研究院小児外科学分野 教授 

 
 
研究要旨：  
平成 24 年 2 月に小児がん拠点病院（以下「拠点病院」とする）が全国に 15 施設指
定されたが、小児がん医療の実態と理想の間には、依然として乖離がある。今回、拠
点病院が指定されたことは、理想実現の第一歩であり、今後は拠点病院の医療の質を
向上させることで、より理想的な小児がん診療を行うことの出来る体制を構築する必
要がある。 
本研究では、拠点病院及び小児がん診療病院における診療連携方法の確立を研究し、
チーム医療を推進することで、真に機能する連携のあり方を検討する。拠点病院の医
療の質のばらつき、地元に戻った患者への医療の継続的提供体制の欠如、拠点病院の
質の評価指標の未確立などの項目につき、解決する方策を提言する。診療連携の様々
な側面で、拠点病院内外での連携について調査研究を行い、問題点を整理することで、
真に機能する診療連携を目指す。 
 
【1．研究目的】 
拠点病院および小児がん診療病院に
おける診療連携方法を確立し、チーム
医療を推進することで真に機能する連
携の在り方を検討する。特に小児がん
拠点病院としての九州大学病院におけ
る医療提供体制について、また九州・
沖縄ブロックにおける医療の質のばら
つき、地元に戻った患者への医療の継
続的提供体制の問題点などにつき解決
する方策を提言することを目的とする。 
 
【2．研究方法】 
小児がん拠点病院としての九州大学
病院における医療提供体制の整備、九
州・沖縄地域の唯一の小児がん拠点病
院としての地域連携における医療連携
体制の整備についてそれぞれの視点か
ら計画を立案した。 
 
１小児がん拠点病院計画 
 

 (1)チームによる集学的治療及び標準
的治療の実施体制の整備 
医師（小児科，小児外科，放射線科，
整形外科，脳神経外科，眼科，耳鼻咽
喉科， 
産婦人科，泌尿器科，精神科神経科，
心療内科，麻酔科及び小児歯科・スペ
シャル 
ニーズ歯科等）・看護師・薬剤師・
放射線技師等のスタッフによるチーム
医療体制 
の強化を行う。 
 
（2）専門的な知識及び技能を有する
医療従事者及び療養を支援する者の
配置 
上記のチーム医療体制を支持する保
育士、臨床心理士、チャイルドライ
フスペシャリストなど小児がん患者
の心理的サポートなどを行うスタッ
フの配置を行う。 
 



(3) 相談窓口の充実 
再発がん及び難治がんの患者に対し
て家族の不安や疑問に適切に対応す
ると共に、療養上の相談やセカンド
オピニオンなどの対応を充実させる。 
 
(4) 思春期のがん患者への診療体制 
小児医療センターにおいては、思春
期から若年成人のいわゆる AYA 世代
のがん患者の診療も行っている。高
校生以上の患者に対する院内学級な
どを含む教育体制の整備や患者同士
のコミュニケーションを行うための
専用のスペースの確保、成人に達し
た後の成人診療科と連携したフォロ
ーアップシステムの構築などを行う。 
 
(5) 緩和ケアチームによる緩和ケアの
実施体制 
医師・看護師・臨床心理士・保育
士・チャイルドライフスペシャリス
ト・院内学級教師など多職種による
小児緩和ケアチームを構成し、定期
的なカンファレンスとや回診を行い、
患児の疼痛のマネジメントや処置に
よる苦痛の緩和を行う。 
 
 
２九州・沖縄地域小児がん地域計画 
 
(1) 九州・沖縄地域小児がん医療提供
体制の構築 
九州・沖縄ブロックの小児がん診療
病院として各県（福岡県、佐賀県、
長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、
鹿児島県、沖縄県）にある大学病院
や総合病院から構成される「九州・
沖縄地域小児がん医療提供体制協議
会」を立ち上げる。各県の連携大学
病院及び連携総合病院の下には複数
の小児連携病院に支持される組織体
制があり、九州・沖縄地域の全ての
小児がん患者をくまなくフォローア
ップできるような体制を構築する。 
 
(2) 疾患別、治療内容に応じた地域連

携 
白血病、悪性リンパ腫などの血液系
悪性腫瘍に関しては、再発・難治性
の高い疾患については、九州大学病
院にて受け入れ治療を施行し、治療
後は各県の小児がん診療病院及び小
児連携病院でフォローアップする。
神経芽腫、ウィルムス腫瘍などの固
形悪性腫瘍に関しては症例の少ない
施設においては各県の小児がん診療
病院への症例の集約化を図り、再
発・難治例については、できるだけ
九州大学病院にて治療を行うように
努める。また放射線治療については
リニアック、サイバーナイフなど高
精度放射線治療設備を完備した、九
州大学病院に加えて各県の小児がん
診療病院にて治療を施行する。 
 
(3) 地域連携を進めるための取組 
①九州・沖縄地域小児がん拠点病院連
絡会議の定期的な開催 
 年 2 回、九州・沖縄地域小児がん医
療提供体制協議会を構成する施設に
よる会議を行い、小児がん拠点病院
としての事業の進捗や展望について
の討議を行う。 
②テレビ会議による協議会の開催 
年２回の定期的な小児がん拠点病院
連絡会議に加えて、テレビ会議とし
て毎月 1回開催する。 
 
(4) 小児がん登録事業に関して 
現在、小児がん登録は院内がん登録、
学会基盤の小児がん登録など複数の
小児がん登録事業があるため、非常
に複雑化している。九州・沖縄地域
の登録に関して小児がん診療病院の
事務担当部署に統一し、九州大学病
院小児がん拠点病院事務局が取りま
とめを行い、今後の登録一元化に関
しての方向付けを行う。 
 
(5）行政との連携 
福岡県内においては、福岡県がん対
策推進協議会を通じて、本院を中心



とした地域の医療機関との連携協力
体制の構築を行う。また、九州・沖
縄地域内における福岡県外の行政機

関へは、各県の連携大学病院等を通
じ、連携を深める。 
 

3．【研究結果】 
 
1 小児がん拠点病院計画、２九州・沖
縄地域小児がん地域計画、それぞれに
ついて平成 26 年度の進捗状況を報告
する。 
 
１小児がん拠点病院計画 
 
(1) チャイルド･ライフ･スペシャリス
トの配置 
平成 26 年 1 月チャイルド･ライフ･
スペシャリスト 2 名雇用したことに
より、小児医療センターにおける子
どもへの処置・検査中の精神的サポ
ートやプレパレーション（心の準備
のサポート）等を行うことが出来る
ようになり、子どもが主体的に治療
に臨める環境づくりが強化された。
また、多職種との連携強化のため、
チャイルド･ライフ･スペシャリスト
という職種への理解や、子どもへの
具体的な対応の仕方について積極的
に講義を行っている。 
 
(2) 長期フォローアップにおけるトラ
ンジショナルケア外来開設 
これまでも小児科及び小児外科によ
る小児がん長期フォローアップシス
テムがあり、治療終了後の患者に対
して定期的にフォローアップを継続
しているが、平成 26 年度に大学病
院の診療部門としては、わが国初の
開設となるトランジショナルケア外
来を開設した。トランジショナルケ
ア外来では、成人期に達した小児慢
性疾患の患者さんが成人診療科へ円
滑に移行するためのサポートを実施
する。これにより、今まで行われて
いた長期フォローアップに関して、
より明確に患者さんに認識していた
だける状況が整備された。 

 
(3) 小児緩和ケアチームの体制整備 
平成 26 年 9 月に小児緩和ケア部門
設置立ち上げ準備ミーティングを開
始し、数回の WG を経て、平成 27 年
2 月より小児緩和ケアチームの運用
を開始している。チームは多診療科
による医師、看護師、薬剤師、臨床
心理士、チャイルドライフスペシャ
リスト・メディカルソーシャルワー
カーなど多職種により構成されてい
る。1 週間に 1 回の定期カンファレ
ンスと回診を行い、患児の疼痛のマ
ネジメントや処置による苦痛の緩和
を行っている。 
 
２九州・沖縄地域小児がん地域計画 
 
(1) 九州・沖縄地域小児がん医療提供
体制の構築（図１） 
平成 25 年 6 月に発足した体制の
整備を継続している。 
 
(2) 九州・沖縄地域小児がん拠点病院
連絡会議の開催 
平成 26 年度は 2 回の会議を開催
した。 
第４回九州・沖縄ブロック小児

がん拠点病院連絡会議（平成 26 年 6
月 14 日） 
 第５回九州・沖縄ブロック小児
がん拠点病院連絡会議（平成 27
年 3月 7 日） 
 
(3) 九州・沖縄ブロック小児がん拠点
病院テレビ会議（表１） 
テレビ会議のシステムを、九州・
沖縄地域小児がん医療提供体制協
議会を構成するすべての施設に整
備した。平成 26 年 7 月より毎月 1
回のテレビ会議を開催している。
各県の小児がん診療体制について



 

の報告や症例検討、小児がん拠点
病院の活動報告、小児がんに関す
る中央機関や厚労科研研究班報告、
図１ 

 
 
表１ 

の報告や症例検討、小児がん拠点
病院の活動報告、小児がんに関す
る中央機関や厚労科研研究班報告、

の報告や症例検討、小児がん拠点
病院の活動報告、小児がんに関す
る中央機関や厚労科研研究班報告、

の報告や症例検討、小児がん拠点
病院の活動報告、小児がんに関す
る中央機関や厚労科研研究班報告、

治験の報告などの情報共有を行っ
た。 
 

治験の報告などの情報共有を行っ治験の報告などの情報共有を行っ

 

治験の報告などの情報共有を行っ

 

 

 



(4) 行政との連携 
福岡県庁ホームページ「小児がん」
の項目において、本院の小児がん拠
点リーフレットや九州･沖縄地域小
児がん医療提供体制組織図を掲載し
ている。また、同リーフレットは小
児がん拠点病院 14 施設及び全国の
各県庁がん対策担当へ配布済である。
福岡県がん対策推進協議会の構成員
として、全国に先駆けて「福岡県が
ん対策アクションプラン」に小児が
ん対策の充実のための取り組みを定
めた。さらに福岡県から九州各県の
担当者へ小児がん拠点病院に関する
情報提供を行った。 
 
 
                                                                                                                             
【4． 考察】 
小児がん拠点病院としての機能
を充実するために九州・沖縄ブロ
ックにおける小児がん拠点病院お
よび小児がん診療病院における連
携を確立するため、平成 26 年度は
小児がん拠点病院計画においてチ
ャイルドライフスペシャリストの
配置、長期フォローアップにおけ
るトランジショナルケア外来開設、
小児緩和ケアチームの体制整備な
どを行った。また九州・沖縄地域
小児がん地域計画に対しては九
州・沖縄地域小児がん医療提供体
制の構築、九州・沖縄地域小児が
ん拠点病院連絡会議の定期開催、
九州・沖縄ブロック小児がん拠点
病院テレビ会議の定期開催、行政
との連携（福岡県）などを行った。
今後、相談支援窓口やセカンドオ
ピニオンに対する体制の充実、思
春期のがん患者への診療体制の整
備、登録システムの整備などは継
続的な課題としてとりくみ、九州
大学病院が小児がん拠点病院とし
て目指すべき小児がん提供体制に
ついての提言を追及する。 
 

【5．研究発表】 

(1)田口智章、木下義晶、宗崎良太、

代居良太、川久保尚徳、古賀友紀、

原 寿郎、久田正昭、三好きな、

孝橋賢一、小田義直、小児固形悪

性腫瘍の現状～九州地区中核病院

としての過去・現在・未来の取り

組み～、第52回日本癌治療学会学

術集会、平成26年8月28日～30日、

横浜 

(2)木下義晶、宗崎良太、川久保尚徳、

代居良太、中島健太郎、古賀友紀、

久田正昭、三好きな、孝橋賢一、

小田義直、高田英俊、原 寿郎、

田口智章、九州大学病院における

小児固形腫瘍のキャンサーボード

活動状況、第56回日本小児血液・

がん学会学術集会、平成26年11月2

8日～30日、岡山 
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「小児がん拠点病院を軸とした小児がん医療提供体制のあり方に関する研究」 

分担研究課題 「小児がん患者の動態調査」 

 

研究分担者 小川 千登世  国立がん研究センター中央病院 小児腫瘍科長 

 

研究要旨  
 平成 24年の小児がん拠点病院が全国に 15施設指定されたことを受け、本研究全体では、
拠点病院及び小児がん診療病院における診療連携方法の確立を研究し、チーム医療を推進
することで、真に機能する連携のあり方を検討することとしている。診療連携の在り方の
検討資料として、本分担研究においては、国立がん研究センター中央病院小児腫瘍科での
患者動態調査を行う。具体的には全国小児がん登録に登録したデータを用いて、2011 年 1
月から 2013 年 12 月に初診した初発および再発の小児腫瘍科、眼腫瘍科受診患者の居住地
域を調査することにより、小児がんの動態調査を行う。 
造血器腫瘍の患者はほとんどが関東圏内の居住者であった。代表的な小児がんの神経芽
腫、肝芽腫、横紋筋肉腫においてはそのほとんどが関東圏からの患者であり、骨肉腫、ユ
ーイング肉腫でも、実数は小児がん拠点病院での診療数よりも多いものの、居住地域分布
はほとんどが関東圏であった。一方で、神経芽腫、肝芽腫、腎芽腫以外の稀な胎児性腫瘍、
滑膜肉腫、悪性ラブドイド腫瘍、線維形成小円形細胞腫瘍などの極めて稀な肉腫やその他
の腫瘍は、東北、中四国、本州外など広く日本中からの症例が集積する傾向にあった。ま
た、網膜芽細胞腫においては人口分布に応じたほぼ全国からの患者集積があり、集約化が
進んでいることがうかがわれた。 

 

 

A．研究目的 

 平成24年2月に小児がん拠点病院（以下「拠
点病院」とする）が全国に15施設指定されたが、
小児がん医療の実態と理想の間には、依然とし
て乖離がある。今回、拠点病院が指定されたこ
とは、理想実現の第一歩であり、今後は拠点病
院の医療の質を向上させることで、より理想的
な小児がん診療を行うことの出来る体制を構
築する必要がある。 

標準リスクの白血病診療に関しては、日本国
内での均てん化は比較的達成されていると考
えられるが、再発、難治白血病症例に関しての
診療に関しては、それぞれの施設間での格差が
ある。また、固形腫瘍、特に脳腫瘍、網膜芽細
胞腫などある程度の患者数があるにも関わら
ず、診療を行っている医療機関が比較的少ない
疾患に関しては、集約化はある程度進んでいる
ものの、固形腫瘍、脳腫瘍等の診療を専門とす
る小児科医の不足、小児を専門とする脳神経外

科医、眼科医等の絶対的な不足により、拠点病
院間のみの連携では、十分な連携とは言えない
ことが問題である。 

 本研究全体では、拠点病院及び小児がん診療
病院における診療連携方法の確立を研究し、チ
ーム医療を推進することで、真に機能する連携
のあり方を検討することとしている。診療連携
の在り方の検討を目的として、初年度の本分担
研究においては、小児外科以外の外科系診療科
との連携を必要とする小児がん患者、特に網膜
芽細胞腫と骨軟部腫瘍患者の動態を調査し、実
態を明らかにすることを目的とする。 
 
B． 研究方法 

成人がん専門病院であり、全部位・全がん種
に対応する外科診療部門を持つ国立がん研究
センター中央病院小児腫瘍科にて全国小児が
ん登録に登録したデータを用いて、2011年1月
から2013年12月に初診した初発および再発の



小児腫瘍科受診患者の居住地域を調査するこ
とにより、小児がんの動態調査を行う。造血器
腫瘍、いわゆる小児がんである小児悪性固形腫
瘍、骨軟部腫瘍等の各々につき、また、眼腫瘍
科を初診した眼腫瘍患者につき動態を調査す
る。再発後の症例が含まれるため、初診時年齢
が20歳以上の症例もすべて含めて調査対象と
する。 

 

C． 研究結果 
各疾患群の居住地分布を図１に示す。概要
は以下のとおりである。 
1. 造血器腫瘍 
3 年間の初診患者数は 19 例、再発での初
診が 3 例であった。年齢の中央値は 17
（13-20）歳、患者居住地域は 16/19 例が
関東、このうち、東京都内は 5例であった。 
2. 小児悪性固形腫瘍 
造血器腫瘍、眼腫瘍を除く固形腫瘍の初診
患者数は 3年間で 146 例であった。 
① 神経芽腫および類縁疾患：17 例中 12
例が再発での初診であった。地域分
布は東京都内の 5例を含め、関東 14
例、その他地域は東北、中部、本州
外各 1例の 3例であった。 
② 肝芽腫：初発、再発各 2 例の 4 例全
てが関東で、うち、東京都内は 1 例
であった。 
③ その他の胎児性腫瘍：11 例であった
が、腎芽腫は症例なし、脳腫瘍 1 例
が含まれる。居住地域の内訳は東京
都内 3例を含め関東圏内 7例、東北 2
例、中部 1例、四国 1例。 
④ 横紋筋肉腫：29 例のうち 27 例が関東、
うち 15 例が東京都内。 
⑤ 骨肉腫：21 例中、7 例の東京都内を
含め 1８例が関東。東北 2例、九州 1
例。再発での初診は 5例であった。 
⑥ ユーイング肉腫：22 例中 6 例が再発
で初診、東京都内 9例を含め 20 例が
関東、その他は東北と近畿各 1例の 2
例。 
⑦ その他の肉腫：21 例中、東京 5例を
含む関東14例、東北3例、中部1例、
九州 2例、海外 1例であった。 
⑧ 上皮性癌は 4 例、その他の腫瘍は 17
例であった。 
 

3. 網膜芽細胞腫：3年間で 156 例が初診。こ
のうち東京都内は 11 例のみ、これを含む
関東内も 43 例（27.6％）のみであり、本
州のみならず全国ほぼ全ての地域からの
受診があり、海外からの受診も 12 例あっ
た。図２に分布を示す。 
 

D．考察 

造血器腫瘍の患者はほとんどが関東圏内の
居住者であった。この結果は、造血器腫瘍は
治療の均てん化が進み、治療可能施設が全国
に多数あることにより、基本的には居住地の
施設で治療が行われていることを裏付けるも
のと推察された。また、年令の中央値は17歳、
最低年齢も 13 歳であった。他病院での造血器
腫瘍患者と年齢分布が大きく異なる理由とし
て、院内養護学校分教室が高等部まであり、
治療しながらの単位取得が可能であることが
その一つと考えられた。 
代表的な小児がんとされる神経芽腫、肝芽
腫、横紋筋肉腫においてはそのほとんどが関
東圏からの患者であった。小児固形がんで最
多のがん種である神経芽腫においては、初診
患者の 70％が再発患者であり、2013 年は
2011- 2012年の 2年の合計数と同数であった。
この動態変化の背景には国内未承認薬の臨床
試験・治験開始があると推測された。 
骨肉腫、ユーイング肉腫では、実数は小児
がん拠点病院での診療数よりも多いものの、
居住地域分布はほとんどが関東圏であり同様
にほぼ地域ベースの診療と考えられた。 
非常に予後良好な疾患群であり、手術がほ
ぼ小児外科のみで試行可能であるウィルムス
腫瘍患者の受診はなかった。一方で、神経芽
腫、肝芽腫、腎芽腫以外の稀な胎児性腫瘍、
滑膜肉腫、悪性ラブドイド腫瘍、線維形成小
円形細胞腫瘍などの極めて稀な肉腫やその他
の腫瘍は、東北や、中国四国、九州など広く
日本中からの症例が集積する傾向にあった。 
網膜芽細胞腫においては人口分布に応じた
ほぼ全国からの患者集積があり、集約化が進
んでいることがうかがわれた。The 1st 
International Symposium on Recent Global 
Advances in Cancer Research（February 
12,13, 2015. in National Cancer Center 
Hospital, Tokyo, Japan）において報告された
図３の眼腫瘍登録における網膜芽細胞腫登録
数からのデータでは、年間 5 例以上の診療実
態のある施設は数施設に留まっており、小児
がん拠点病院 15 施設全体における網膜芽細
胞腫の補足数も 20％前後であった。最も集約
化の進んでいる小児がんの一つと考えられた。 
小児がん拠点病院の 40％は小児専門病院で
あり、1 施設の総合病院以外のその他 8 施設
は大学病院である。小児外科以外の外科系診
療科の悪性腫瘍専門医による診療が必要な疾
患においては専門医や国内の年間発症数が 10
例前後の極稀少疾患においては診療拠点の集
約化と体制整備が必要と考えられた。 
 

E．結論 

網膜芽細胞腫においては国立がん研究センタ
ーにおいて国内症例の 70％程度を診療してい
た。また、未承認薬を使用した臨床試験や治
験実施中のがん種や稀ながん種においては症



例が国内の広い地域より集積する傾向が見ら
れた。 
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小児がん拠点病院による小児がん医療提供体制の検討 

 

分担研究者 瀧本 哲也     国立成育医療研究センター臨床研究開発センター 

データ管理部小児がん登録室長 

 

研究要旨 

本研究班が目的とする小児がん中央機関と拠点病院のネットワークの診療実態の評価や

診療連携体制のあり方を検討するための研究において、DPC データベースが利用できるかど

うか、およびその場合の問題点について検討した。DPC データは医療機関の評価、患者の動

態調査、診療プロセスの分析、臨床疫学研究等に利用可能と考えられるが、DPC データの利

用においては倫理的・経済的・人的な制約があることから、DPC データを用いて小児がん診

療の臨床評価指標（QI）を作成し、小児がん拠点病院間の診療内容の質を定量的に評価し、

施設間差の原因を考察すること、およびこの結果に基づいて可能なかぎりの拠点病院間の

均てん化を目指すことが当面最も現実的であると考えられた。 

 

A. 研究目的 

本研究班は、小児がん中央機関と拠点病

院のネットワークで、①拠点病院・中央機

関の診療連携方法の確立、②小児がん診療

の Quality Indicator（QI）の作成、③患

者とその家族のQOLおよび満足度調査を実

施することを 3本柱としている。 

本分担研究では、小児がん拠点病院に

よる小児がん医療提供体制のあり方を

検討するために、DPC データを用いて地

域の診療施設と拠点病院間、拠点病院間な

どの患者の動態を調査したり、拠点病院の

診療実態の評価を行うことについて、実施

可能性や問題点を検討することを目的と

する。 

 

B．研究方法 

現在のDPCデータベースの実態を調査し、 

 

DPC データを用いて実施可能な研究方法や

問題点について考察する。 

 

（倫理面への配慮） 

 DPC 参加病院のデータは毎年、厚労省の

HP から公開されているが、公表されている

のは医療機関別の集計データのみである。 

しかしながら、DPC データベースを本分担

研究で考察するような研究に用いる場合

には個票データが必要であり、そのために

は本来、DPC データ提供のガイドラインに

準拠したうえで、必要に応じて「DPC デー

タの提供に関する有識者会議」による審査

を行う必要があるが、これは現状では困難

と思われる。一方、個々の診療施設ごとの

データベースを個別に利用する場合であ

っても、当該施設の倫理委員会等の了解や、

場合によっては患者個人による同意が必



要と考えられる。DPC データの利用には、

このような倫理的な配慮を十分行う必要

がある。また DPC データを利用して臨床研

究を実施する場合には「人を対象とする医

学系研究に関する倫理指針」に準拠して実

施することになる。 

 

C．研究結果 

１．DPC データの構成と研究利用の可能性 

DPC データは、入院ごとに作成される患

者の基本的臨床情報である様式 1、施設情

報を含む様式 3、医科保険診療以外の診療

情報を含む様式 4、診療報酬請求情報であ

る Dファイル、医科点数表に基づく出来高

点数情報 である Eファイル、Eファイルの

より詳細な診療行為情報であるFファイル

からなっている。すなわち、DPC データは

全国統一形式の患者臨床情報＋診療行為

の電子データセットであるといえる。 

このうち、診療内容については様式 1、E

ファイル、F ファイルが特に重要で、これ

らのDPCデータは臨床疫学研究に利用する

ことができると思われる。また、診療施設

の収入や入院費用等の経済的な事項が問

題になる場合にはDファイルに含まれる情

報も有用である。 

 DPC データベースを解析することによっ

て以下のような調査が可能となると考え

られる。 

1)医療機関の評価 

各種のベンチマーク指標を用いて、全国

標準や他の医療機関と診療内容を比較す

る。このような研究は医療レベルの均てん

化に貢献すると思われる。 

2)患者の動態調査 

医療機関の所在地や患者の住所に基づ

いて診療圏や受療動向等を分析する。これ

は診療連携の評価に有用と考えられる。 

ただし、ある医療機関にどの医療圏から患

者が流入しているのかはわからないとい

う難点がある。 

3)診療プロセスの分析 

E ファイルや Fファイルを用いて各種の

薬剤の投与や検査等がどのようなスケジ

ュールで実施されたかを症例ごとに確認

することができる。これは臨床試験の治療

レジメンやクリティカルパス等が計画通

り実施されているか等の状況を評価する

のに有用であると考えられる。 

4)臨床疫学研究 

DPC データベースを各種の変数を用いて

絞り込んだり、変数間の関連を検討したり

することによって後方視的観察研究を行

う。疾病の頻度、治療内容の分析などの記

述疫学・分析疫学的研究がこれに該当する。 

 

DPC データベースが持つ以上のような特

性から、今後、小児がん中央機関・拠点病

院のネットワークで、 

① 小児がん診療の Quality Indicator

（QI）の作成 

これを用いて個々の拠点病院の診療実

態の把握と評価を行う。 

② 拠点病院・中央機関の診療連携の実態

調査 

地域の診療施設と拠点病院、あるいは拠

点病院間や中央機関との間の患者の動態

調査を行い、ブロックごとの地域医療分析

に基づいた医療連携のあり方を検討する。 

③他の小児がん登録等との連携 

別途収集した小児がん特有の専門的な

項目や長期予後データ等とDPCデータベー



ス登録内容との連結を行う。 

などの研究が可能であると考えられる。 

 

2．DPC データベース研究利用の問題点 

 一方、DPC データベース利用には、「倫理

面への配慮」の項で述べたような倫理的な

問題のほかに、①参加施設が限定されるの

でバイアスがかかり、コホート研究にはな

らない、②DPC データに含まれるのは一医

療機関内のみの情報であるため、複数施設

で診療を受けた患者の情報は不明である、

③入院診療が対象なので、外来フォローの

結果も含めた長期的な予後は不明である、

④実施された検査や治療内容の詳細はわ

かるが、その結果やアウトカムに関するデ

ータは乏しい、⑤診療内容などに施設間差

がみられた場合でもその原因は特定でき

ない、⑥誤入力等によるデータエラーの可

能性がある、⑦患者数が少ない（例えば集

計値が＜10 例）場合はデータが非開示にな

る、等の問題点がある。 

 

D. 考察 

DPC データベースは多施設で共通のフォ

ーマットを用いて収集されたビッグデー

タであり、理論的にはこれを利用して医療

資源の適正配分や効率的な投資政策の立

案・評価のための研究を実施することが可

能である。このような点からみれば、本分

担研究が目指す「小児がん拠点病院による

小児がん医療提供体制の検討」のためにも

DPC データベースは有用であると考えられ

る。 

患者の居住地は「医療の需要」、施設の

機能と分布は「医療の供給」と仮定するこ

とができることから、患者の動態調査を行

うことによって拠点病院間の診療連携の

現状について評価・改善することは有用と

考えられる。ただし、これには DPC データ

を解析するための専用ソフト、人員および

環境が必要であること、さらにある診療施

設に患者が適切に集まっているかどうか

を評価するために何らかの理論的モデル

を用いて予測値を算出し、それと比較する

という作業等が必要となる。 

また、日本小児血液・がん学会登録など

の症例レジストリーと組み合わせること

によって、より詳しい臨床研究を行うこと

も可能で魅力的であるが、DPC データと他

のデータベースとの組み合わせには、同一

患者照合についての技術的・倫理的問題が

あるため、当面困難ではないかと考える。 

 以上のような制約のため、当面最も現実

的な研究内容は、小児がん診療の臨床評価

指標（QI）を作成し、小児がん拠点病院間

の診療内容の質を定量的に評価し、施設間

差の原因を考察すること、およびこの結果

に基づいて可能なかぎりの拠点病院間の

均てん化を目指すことであると考える。 

したがって来年度以降は、まず共通の QI

を定め、各拠点病院が自施設の DPC データ

を用いてこれを算出し、中央機関で集約・

分析する作業を行うべきであると考えら

れる。 

 

E. 結論 

 小児がん拠点病院による小児がん医療

提供体制を検討するために、DPC データ

を用いて実施可能な研究の方法や問題点

について考察した。小児がん診療の QI を

作成し、小児がん拠点病院間の診療内容の

質を定量的に評価することが当面最も現



実的な研究内容であると考えられた。 

 

F. 健康危険情報 

該当なし 

 

G. 研究発表 

該当なし 

 

H. 知的所有権の出願・登録状況 

該当なし 
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